
中部圏地域間産業連関表（2005年版）の活用

～原表の活かし方と実証分析の例示～

2013年3月

公益財団法人 中部圏社会経済研究所



1 
 

中部圏地域間産業連関表（2005 年版）の活用 
～原表の活かし方と実証分析の例示～ 

 

目 次 

 

はじめに- - - - - - - - - - - - - - - -- - - - - - - - - - - - - - - 2 

Ⅰ．地域間産業連関表の有効範囲と限界- - - - - - - - - - - - - - - - 3 

Ⅰ－１．なぜ地域間産業連関表が必要なのか？- - - - - - - - - - - -  3 

Ⅰ－２．地域の「開放性」と「多様性」を如何に分析するか？- - - - -  5 

Ⅰ－３．地域間産業連関表は如何に活用されてきたか？- - - - - - - -  8 

 

Ⅱ．原表の読み取りから分析ツールの適用へ- - - - - - - - - - - - - -  15 

Ⅱ－１．原表の読み取りと分析の適用- - - - - - - - - - - - - - - -  15 

Ⅱ－２．原表を活用した読み取り- - - - - - - - - - - - - - - - - - - 20 

Ⅱ－３．分析ツールの適用- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -23 

 

Ⅲ．中部圏における地域特性の分析- - - - - - - - - - - - - - - - - -  29 

Ⅲ－１．中部圏における広域的プロジェクトの概要- - - - - - - - - -  29 

Ⅲ－２．原表の活用による中部圏の地域特性の分析- - - - - - - - - -  32 

Ⅲ－３．中部圏における広域的プロジェクトの実証と提案- - - - - - -  35 

 

Ⅳ．地域間産業連関表の活用方策：今後の課題- - - - - - - - - - - - -  62 

Ⅳ－１．中部圏・国際地域間産業連関表の作成方法の検討- - - - - - -  62 

Ⅳ－２．中部圏・全国地域間産業連関表の作成と活用- - - - - - - - -  67 

Ⅳ－３．地域間産業連関表を活用した様々なモデルの検討- - - - - - -  68 

補論Ⅰ「平均波及長」（APL）による産業間の経済的距離の計測- - - - -  80 

補論Ⅱ「仮説的抽出法」（HEM）の基本モデル- - - - - - - - - - - - -  83 

補論Ⅲ 構造分解分析(SDA)アプローチ- - - - - - - - - - - - - - - - 85 

補論Ⅳ 付加価値基準の地域間分業率- - - - - - - - - - - - - - - -  87 

 

おわりに- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 88 

 

参考文献- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 92 

 

参考資料- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 101 

  



2 
 

はじめに 

 

中部圏は、それぞれ特徴のある地域から構成され、経済活動の面でも強い相

互依存関係が認められる。しかしながら、これまでこうした産業構造を包括的

に捉える地域経済統計のデータベースが存在せず、その結果として、経済構造

の実態を解明することが困難であった。このため、当財団では、2011 年 3 月に

「中部圏地域間産業連関表（2005 年版）」を作成するとともに、その活用に向け

た基本的な考察と拡充強化の方途を探求してきた。 

その過程で、2012 年 3 月には、「中部圏地域間産業連関表（2005 年版）の見

方～原表の読み取りと拡充への方途～」と題する中間報告書を公表したが、本

報告書の目的は、さらにその後、明らかとなった有意な見方と方途に着目して、

この「中部圏地域間産業連関表」（2005年版）をデータベースとしてより有効か

つ積極的に活用することにより、中部圏の地域経済の実証的な構造解明のみな

らず、各種プロジェクトの政策的含意の導出を図るための分析ツールについて、

個別具体的に例示するものである。 

 

本報告書の構成概要は、つぎのとおりである。 

Ⅰ．「地域間産業連関表の有効範囲と限界」では、現在、「地域間産業連関表」

が広範多岐にわたって作成されるに至った歴史的経緯を踏まえて、その作表の

必要性のみならず、対象地域の特徴（ないし特性）を明示的に考慮した上での

有意な実証分析を試みる際の留意点について論究している。 

 

Ⅱ．「原表の読み取りから分析ツールの適用へ」では、データベースとしての

「地域間産業連関表」の読み取りの作業と、技術的な仮定を導入することによ

る分析ツールへの変換とを明確に区別した上で、前者については、<特化係数>

（LQ）の適用を、後者については、<仮説的抽出法>（HEM）と<平均波及長>（APL）

の適用を推奨している。 

 

Ⅲ．「中部圏における地域特性の分析」では、中部広域９県（富山、石川、福

井、長野、岐阜、静岡、愛知、三重、滋賀の各県）などによって提唱されてい

る主要プロジェクトに着目して、「地域間産業連関表」をデータベースとして用

いることにより、その経済効果を計測するための個別具体的な方法を例示して

いる。 

 

Ⅳ．「地域間産業連関分析の活用方策：今後の課題」では、「中部圏地域間産

業連関表」の更なる活用の仕方を提示しつつ、とくに今後の課題として、その

外延的な拡充強化に資する「国際地域間産業連関表」並びに「全国地域間産業

連関表」との接続の仕方などについての解説を行っている。 

 

なお、本報告書では、「中部圏地域間産業連関表」を活用するための基本的な

考え方の平易な言及に心掛け、その詳細は、巻末の補論Ⅰ「平均波及長」（APL）

と補論Ⅱ「仮説的抽出法」（HEM）について、それぞれ説明を補足している。 
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Ⅰ．地域間産業連関表の有効範囲と限界 

Ⅰ－１．なぜ地域間産業連関表が必要なのか？ 

Ⅰ－２．地域の「開放性」と「多様性」を如何に分析するか？ 

Ⅰ－３．地域間産業連関表は如何に活用されてきたか？ 

 

Ⅰ．「地域間産業連関表の有効範囲と限界」では、現在、「地域間産業連関表」

が広範多岐にわたって作成されるに至った歴史的経緯を踏まえて、その作表の

必要性のみならず、対象地域の特徴（ないし特性）を明示的に考慮した上での

有意な実証分析を試みる際の留意点について論究する。 

 

Ⅰ－１．なぜ地域間産業連関表が必要なのか？ 

何故「地域間産業連関表」の作成とその活用が必要であるのか、という点に

ついて考えるには、まず「地域間産業連関表」とは何か、という点について正

しく理解しておくことが望まれる。いうまでもなく、「地域間産業連関表」とは、

「地域間」の「産業連関表」のことであり、また、「地域間」とは、「地域」と

「地域」との間に介在する関係を指し示す用語である。そこで、ある特定の「地

域」内における関係とは、明確に区別しなければならない。このうち、前者に

ついては、「地域間」（Inter-regional）と称され、後者については、「地域内」

（Intra-regional）と称される。 

したがって、ある特定の「地域」内における「各産業部門の経済的な取引関

係の構造」（すなわち、「産業構造」）を行列形式によって表記したものは、通常

の「産業連関表」（あるいは「投入産出表」）と称される。その具体的な事例と

して、わが国の全域をひとつの対象地域として作成された「産業連関表」は、「全

国産業連関表」と称されているが、その実態を形式的に見れば、これも全国を

ひとつの地域として捉えた「地域内産業連関表」であるといえる。また、行政

単位としての各県ごとに、その県域をひとつの対象として作成されている「産

業連関表」（例えば、「愛知県産業連関表」など）は、通常、その対象地域の県

名を付した「産業連関表」と称されているが、その実態を形式的に見れば、そ

のいずれも「地域内産業連関表」であることにかわりはない。 

もとより、ある特定の地域を対象として作成された「（地域内）産業連関表」

に着目して、当該地域の産業構造の実態把握を試みることは、極めて身近な対

象地域であることから親しみ易く、したがって、また、非常に分かり易い作業

になるものと思われる。とはいえ、ここで特に留意すべき事項として、「産業構

造」を規定する経済は「生き物」であり、その活動自体も時の経過とともに変

貌を遂げるという事実が指摘される。その証左として、「産業構造論」の提唱者

でもある W. Petty によれば、〈経済進歩に伴い、一人当たりの所得が上昇する

ことにより、労働力が第１次産業から第２次産業、第３次産業へ移動する〉と

いう経験則を指摘している。この経験則では、産業を第１次・第２次・第３次

という３つの産業部門に大別した上で、共通の測定基準として労働力を用いる

ことにより、経済進歩と各産業部門の労働力比率の変化を関連づけて説明して

いる。さらにその後、産業構造の測定基準として、労働力のみならず、C. Clark

や S. Kuznetsが提唱した所得のほか、生産額、付加価値額、投資額など、産業
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構造の実態把握というより詳細な目的に応じて、様々な創意工夫が講じられる

ようになった。 

とはいえ、ここでの重要な視点として、産業構造の変化は、ある特定の地域

内における経年的な変化に限定されることなく、さらに、当該地域を超えた国

内の他地域や複数の国々を含むその他地域へと、より広域的な空間的広がりの

なかでも次第に顕在化していく傾向があるということである。（例えば、国際化

の進展やグローバル化という用語は、このような傾向を端的に示しているもの

と思われる。）その結果として、ある特定地域内における生産活動の成果の一部

が、同一国内の他地域へ流出されたり、あるいはまた、同一国内の他地域から

の供給が当該地域へ流入するといった現象が見られるようになる。このうち、

その前者については、「移出」あるいは「溢出」（Spill-over）効果と称され、

また、後者については、「移入」あるいは「逆流」（Feedback）効果と称される。

さらにまた、産業構造の単位となる「地域」が、国外に及べば、前者は「輸出」

（Export）と称され、後者は「輸入」（Import）と称される。 

したがって、産業構造は、当該地域の自然、社会、経済、政治などの多様な

条件によって規定されるが、その際、基本的な役割を果たす枠組み（フレーム

ワーク）として、（ある特定地域を対象として、各産業部門の経済的な取引関係

の構造を表記した）「産業連関表」が指摘される。また、産業構造の経年的な変

化を捉える手段としては、異なった期間における「産業連関表」の作成とその

活用（すなわち、時系列分析や比較静学の分析手法の適用）が望まれるが、他

方、産業構造の空間的な変化を追跡する手段としては、複数の地域を同時並列

的に取り纏めた「地域間産業連関表」の作成とその活用（横断的な分析手法の

適用）が強く望まれることになるのである。 

以上の考察結果を踏まえて、何故に「地域間産業連関表」が必要なのか、と

いう当初の設問に対する回答について言及する。 

その答えとしては、何よりもまず、互いに異なる複数の地域間の経済活動の

関係について明示的な関心を持っているかどうかという問題意識に大きく依存

する、ということである。それは、また、当該地域の産業構造の経年的かつ空

間的な変化への関心を強く持っているかどうか、ということでもある。なぜな

ら、「産業構造」の実態は、経年的かつ空間的に絶えず変貌を遂げていることか

ら、産業構造の測定基準としての各種指標の計測を行ったとしても、それは、

産業構造の実態について一面的な情報を与えているに過ぎず、その意味でも、

各種指標としての限界がある点に留意することが肝要だからである。換言すれ

ば、ある特定地域内に立地しているある特定産業の経済活動の実態に着目すれ

ば、その特定地域内における他産業部門との相互連関関係に加えて、（国の内外

を問わず）その他地域における各種の産業部門との相互連関関係についても、

明示的に考慮せざるを得なくなるからである。それ故にこそ、複数の地域間に

おける産業部門の経済活動の相互連関関係を論理整合的に表記している「地域

間産業連関表」を基本的なデータベースとして明確に位置づけ、その読み取り

と更なる活用による有意な知見とともに、（客観的なデータによって裏付けられ

た）政策提言などの導出が可能となるからである。 
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Ⅰ－２．地域の「開放性」と「多様性」を如何に分析するか？ 

つぎに問われるのは、データベースとして作成される「地域間産業連関表」

の対象地域についてどのように理解すればよいのか、ということである。この 

最も重要な問い掛けに真摯に答えようとすれば、更により根源的な「地域」概

念の検証が必要不可欠となるが、ここでは、かかる「地域」概念の検証を試み

る前に、敢えて個別具体的なイメージを共有するため、2011 年 3 月に公表した

「中部圏地域間産業連関表（2005年版）」の対象地域の概要について再述する。 

 

「中部圏地域間産業連関表（2005 年版）」（2011 年 3 月）によれば、《対象地

域の概要》として、つぎのように指摘している。 

「・・研究対象としている地域は、「中部圏開発整備法」（1966 年）における

中部地域の定義に準拠し、富山県、石川県、福井県、長野県、岐阜県、静岡

県、愛知県、三重県、滋賀県、の 9 県である。経済産業省は全国を 9 つのブ

ロックに分けて地域産業連関表を作成しているが、この広域 9 県に関してみ

ると、中部経済産業局の管轄区域は、富山県、石川県、岐阜県、愛知県、三

重県であり、長野県、静岡県は関東経済産業局により関東地域、そして福井

県、滋賀県は近畿経済産業局により近畿地域に区分されている」と。 

 

以上のことから明らかなように、「中部圏地域間産業連関表」を構成する「地

域」としては、行政単位としての「県」に着目して、中部広域 9県（すなわち、

富山県、石川県、福井県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県）

のそれぞれ対応する「県」間の産業連関表が、「地域間産業連関表」として作成

されているのである。 

とすれば、「産業構造」の経年的かつ空間的な変貌過程を計量的に捉えるため

のデータベースとして作成された「中部圏地域間産業連関表」では、何故にそ

の構成単位としての「県」に拘っているのか、という点についての解明が求め

られることになる。 

 

この設問に対する明示的な回答は、上記の「中部圏地域間産業連関表（2005

年版）」（2011 年 3 月）の報告書のなかでは言及されていない。とはいえ、かか

る「地域間産業連関表」の作成目的として、（暗黙裡にではあるが）つぎのよう

に指摘している。 

「中部地域」は、製造業中心の経済構造を有しており、地域間のスピルオー 

バー効果が明示的に表れている。こうした特徴を持つ中部地域において信頼 

性のあるデータベースに依拠して、政策的含意のある有意な知見を導出しよ 

うとすれば、地域間産業連関表は必要不可欠である。地域間産業連関表は、 

様々な産業部門に関わる経済取引の実態を計量的に把握するための優れた 

「記述上の工夫」であると同時に、投入係数およびレオンチェフ逆行列など 

の各種係数と数式の適用により、経済波及効果を導出することが可能となる 

「分析ツール」でもある」と。 

 

「しかし、これまで当該地域の広域 9県をカバーする地域区分、産業構造に 
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関する地域経済統計のデータベースは存在せず、広域 9県相互の経済活動の 

実態を解明することが困難であった。そこで、今日、・・対象エリアを網羅す 

る「中部圏地域間産業連関表」を作成し、中部地域における産業構造および 

各種の地域政策分析が可能なデータベースを構築することにより、グローバ 

リゼーションとローカリゼーションの同時進行の計量的把握とともに、地域 

間の各産業別相互依存関係の計量的把握と各種政策の分析評価を行うことと 

した」と。 

 

もしもそうだとすれば、「中部圏地域間産業連関表」では、何故にその構成単

位としての「県」に拘ったのか、という上記の設問に対する（暗黙裡の）回答

として、つぎの２点が指摘されるであろう。 

その第１点は、「中部圏地域間産業連関表」を作成するという「作業上の理由」

によるものであり、その具体として、中部広域９県については、すでにそれぞ

れの県ごとに当該県内の産業連関表が作成されていたことから、（各県内表を十

分に活用するとともに）残された課題として、各県間（すなわち、地域間）ご

との経済活動に関わる相互依存関係の計量的な推計作業を行うことに専念した、

ということである。 

また、その第２点は、経済主体としての各県の役割が極めて重要であり、行

政単位としてのそれぞれの「県」が、実効性のある地域政策の主体としての責

任を果たす上からも、その対象領域を構成単位として採択することが（ひとま

ず、次善の策として）許容された、ということである。 

とはいえ、「地域間産業連関表」の構成単位としてそれぞれの「県」に拘るこ

とが、必ずしも最善であるとは決して言えず、分析目的に応じて、その再構成

を試みることも、また要請されることになるであろう。その意味でも、より根

源的な「地域」概念についての吟味検証が強く求められることになるのである。 

 

そこで、これまでにも中部圏の地域特性として、つぎのように指摘してきた

ことを想起されるとともに、かかる地域特性に対して、共通の理解と認識を深

めることが、とくに強く望まれるのである。 

「中部地域は、日本列島の中央部に位置し、その境界を明確にすることは難 

しいが、東名・名神自動車道、東海道新幹線、中部国際空港などの交通イン 

フラを媒介として他地域に開かれた「開放性」（Openness）を有していると同 

時に、地域内には、都市圏と農山地域、様々な自然・歴史遺産が存在する「多 

様性」（Diversity）を有する。」 

 

もとより、中部圏の地域特性としての「開放性」（Openness）と「多様性」

（Diversity）の個別具体的な内容について、より詳細な吟味検証を行うことは、

関東、近畿など隣接する地域や、東北、九州など距離的に離れている地域との

「同質性」と「異質性」との違いがより一層明確となり、その結果として、中

部圏の地域経済の活性化に大きく寄与する政策的に有意な知見の導出が可能と

なるであろう。 

その意味でも、中部広域９県から構成される中部圏の地域特性として、「開放
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性」（Openness）と「多様性」（Diversity）が指摘される以上、その実態は、特

定の「県」内だけに留まるものではなく、他県（あるいは、他国）との経済的

な相互依存関係（すなわち、当該地域間の交易（あるいは、貿易）による「溢

出」（Spill-over）効果や「逆流」（Feedback）効果）の実証分析が、とくに強

く要請されることになるのである。 

 

そこで、「地域」を科学的に探究する目的で確立された学際的な《地域科学》

（Regional Science）の視点に立って、分析対象としての基礎概念としての「地

域」概念について、基礎的な説明を補足しておく。 

 

通常、考えられる「地域」概念として、つぎの３点が指摘される。 

その第１は、自然の地理的な、あるいはまた、地勢的な地域概念である。例

えば、その周辺が海に囲まれ、その結果として、ひとつの纏まった地域を形成

している島などは、この概念に含まれる。 

その第２は、行政的な、あるいはまた、統計的な地域概念と呼ぶことができ

るもので、例えば、各種の統計数字が整備されている現行の行政区分などが、

これに当たる。その具体的内容としては、都道府県や市町村といったような地

方自治体が、この地域概念に対応するものと考えられる。 

最後に、第３の地域概念としては、経済的な、あるいはまた、政策的な地域

概念が指摘される。いうまでもなく、この地域概念は、資本や労働といったよ

うな生産要素の市場や生産物市場の自立性に着目した経済単位としての地域圏

域や、新しい政策課題に対応して設定されるその対象地域を指すものである。 

 

このような「地域」概念を考える上で、とくに重要なことは、上述した三つ

の「地域」概念が必ずしも一致するという何らの保証がないことに加えて、経

済分析にとって有意となる市場圏域の動向やストックポイント機能といったよ

うな経済的な諸活動が、自然的な、あるいはまた、行政的な境界を越えて、よ

り広い経済・社会的な空間（ないし、地域）のなかで遂行されていく傾向があ

るという事実認識である。したがって、このような極めて流動的な経済社会の

変化に鑑みて、固定的に、あるいはまた、観念的に、ある特定の「地域」概念

に拘り続けることは、はなはだ危険なことであり、新たな誤解や混乱を惹起し

かねない。 

したがって、少なくとも「政策志向的」（Policy-oriented）な考え方に基づ

いて、何らかの有意な政策提言を行おうとすれば、当該地域経済の空間的な構

造に対して、柔軟で、しかも総合的な分析視覚とその視覚に裏づけられた基本

認識が、とりわけ強く要請されることになるのである。その意味でも、空間的

（ないし、経済的な）相互依存関係に基礎を置く、より開放的な地域概念の検

討と、その概念の設定による個別具体的な政策提言が望まれるのである。 

 

また、《地域科学》の研究にとって重要な「地域」概念として、H.W. Richardson 

は、つぎの三つの「地域」概念を明らかにするとともに、その各々のタイプを

識別する必要性を指摘している。 
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まず第１は、「同質地域」（Homogeneous Region）である。これは、ある統一

的な特徴によって定義され、したがって、そこでは、内部の差異や当該地域内

における相互作用は、あまり重要視されていない。 

つぎに第２は、「結節地域」（Nodal Region）である。これは、統一性や同質

性についての関心は殆ど払われず、むしろそこでは、統合性が重要視され、当

該地域の支配的な中心である節（Node）に向かって恰も極性を与えられたよう

な流動や交流、さらにそのような相互依存の関係が検出される。 

さらに第３は、「計画地域」（Planning Region）である。これは、そのまとま

りが政治的ないし行政的な観点に基づいて導出されており、したがって、その

地域は、ある特定の政策手段ないし計画を遂行する対象としての恣意的な領域

となっている。 

 

このうち、「同質地域」と「結節地域」は、概念上、相対立する傾向が見られ

るのに対して、そのいずれか一方は、「計画地域」と調整可能である点に留意す

る必要がある。すなわち、「計画地域」の設定は、その計画目的に照応して、つ

ねに可変的に行い得るが、もしもその地域の境界が経済機能的にみた地域の境

界と大きく異なっているような場合には、たとえ地域計画の政策手段を遂行し

たとしても、その効果は、地域間の「溢出」（Spill-over）効果によって弱体化

することになるであろう。その意味から、「地域」の問題を解決する地域計画の

効果を有意なものとするためにも、その対象としての「地域」概念の理解が、

とりわけ重要なものとなるのである。 

したがって、「開放性」（Openness）と「多様性」（Diversity）を有する「中

部圏」を対象とした地域経済の実証的な構造解明のみならず、各種プロジェク

トの政策的含意の導出を図るためにも、それぞれの県を構成単位として作成さ

れている「中部圏地域間産業連関表（2005 年版）」を当初のデータベースとして

活用することに加えて、多様な政策目的に応じて、その構成単位としての「県」

の統合や細分化などを行うことが、強く望まれることになるのである。 

 

Ⅰ－３．地域間産業連関表は如何に活用されてきたか？ 

それでは、すでに作成されてきた「地域間産業連関表」が、果たしてどのよ

うに活用されてきたのか、その本来の作成目的（すなわち、ある特定地域を対

象とした「産業連関表」の外延的な発展形態として、複数の「地域間」の相互

依存関係の計量的な実態把握という作成目的）に照らして、検証してみること

にする。 
まず、わが国における「地域間産業連関表」の作成に関わる歴史的経緯を振

り返ってみると、つぎのように要約される。 
わが国での地域を対象とした「地域間産業連関表」の作成に関わる最初の本

格的な試みは、関西経済連合会による「近畿・その他地域２地域間産業連関表」

であった。その概要は、全国を対象とした「産業連関表」（1951 年版）に基づ

き、それを「近畿」と「その他地域」に２分割した非競争輸入型の「地域間産

業連関表」であった。 
また、経済産業省（調査統計部と各経済産業局）と内閣府沖縄総合事務局、
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および沖縄県との共同事業により、1960 年以降、5 年ごとに、全国を 9 地域に

分割した「地域内産業連関表」も作成されるようになった。これを受けて、経

済産業省の調査統計部では、これらの「地域内産業連関表」をさらに連結した

「地域間産業連関表」が作成され、公表されるようになった。 
とはいえ、様々な事情により、2000 年を対象とした「地域間産業連関表」は、

公式には作成・公表されなくなった。しかしながら、「地域間産業連関表」は、

地域間の産業別交易構造などが明らかになるだけではなく、地域内表では分析

することができなかった地域間の相互依存関係を介した地域間の経済的な波及

効果を分析することが可能となるなど、計量分析をすることのメリットが大き

く、しかも「地域間産業連関表」の作成を求める要望もあったことから、その

後、2005 年を対象とした「地域間産業連関表」が作成され、公表されることに

なった。 
一方、電力中央研究所では、2002 年に電力供給地域に対応する 1995 年の全国

を 10 地域に分割した「全国 10 地域間産業連関表」を開発され、しかもその推

計方法について公表した。さらに、この「地域間産業連関表」を用いて、当該

地域の経済構造の特徴が得られているかどうかを確認するため、各地域の産業

構造や地域間交易構造についての詳細な分析を行っている。 
また、研究者レベルでも、都道府県を対象とした「地域間産業連関表」が作

成されている。その具体的な事例として、例えば山田(1995)は、1985 年を対象

とした三重県産業連関表（84 部門表）に基づき、県下 5 地域の「地域間産業連

関表」を推計している。その結果として、産業連関表という一定のフレームワ

ークのなかで、当該地域の産業構造の特徴を明らかにするとともに、当該地域

間の相互依存関係についての計量分析を行っている。また、山田(1996)は、三重

県を事例して、1990 年の全国産業連関表と三重県産業連関表を組み合わせた「2
地域間産業連関表」の作成とその利用についても論究している。山田(1999)は、

1985 年、1990 年の三重県産業連関表に基づき、当該県内を 5 地域(北勢・中勢・

南勢・伊賀・東紀州)に分割した 5 地域 32 部門の「地域間産業連関表」を推計

され、当該県内の産業構造の特徴を明らかにするとともに、その経年的な変化

についても検討を加えている。さらにまた、山田(2010a；2010b)は、2000年を

対象とした「東海 3県地域間産業連関表」の作成方法についても論究している。 

しかも、以上の一連の調査研究の成果を踏まえて、山田は、県表をベースと

した「地域間産業連関表」の作成については、とくに、つぎの２つの点に留意

する必要があると論述している。 

その第 1は、各都道府県産業連関表の定義と部門概念の定義が必ずしも同一

ではないことであり、したがって、その調整をする必要がある、ということで

ある。 

その第 2は、当該地域間の交易マトリックスの推計について、「一次統計」の

利用が望ましいということである。その意味でも、経済産業省の「商品流通調

査」は、極めて有用な情報源になる、ということである。 
つぎに、全国 47都道府県のすべてを対象とした「全国都道府県間産業連関表」

が、宮城・石川・由利・土谷 (2003)と石川・宮城（2003）によって、初めて作

成された。宮城・石川・由利・土谷 (2003)と石川・宮城（2003）は、現存する
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各都道府県の地域内産業連関表から、これらを結合した「全国 47都道府県間産

業連関表」の構築を試みており、かかる「全国 47都道府県間産業連関表」の特

徴を踏まえた上で、各都道府県の財・サービスの直接的な投入構造に加えて、

各都道府県間の相互依存関係の計量分析も行っている。 

また、各都道府県間の産業連関構造を分析する目的で作成された地域間産業

連関表としては、このほか 1985年を対象とした「北陸地域間産業連関表」があ

り、これは、北陸 3県の地域内表と地域間表から構成されている。さらにまた、

わが国における「地域間産業連関表」の作成状況としては、仙台都市整備機構

（SURF）によって作成された 1995年を対象とした東北 6県間の「1995年東北地

域間産業連関表」をはじめ、九州経済産業局によって作成され 2007年 5月に公

開された「2000年九州地域県間産業連関表」、財団法人関西社会経済研究所によ

って 2008年 3月に作成された「2000年関西地域間産業連関表」、2009年 3月に

財団法人東北開発研究センターによって作成された「2000年東北地域県間産業

連関表」が指摘される。そして、その最後ではあるがしかし重要な（The last but 

not least）「地域間産業連関表」として、財団法人 中部産業・地域活性化セン

ターによって 2011年 3月に作成され、公表された『中部圏地域間産業連関表

(2005年版)』が、かかる歴史の一コマとして位置づけられるのである。 

  



11 
 

表Ⅰ－1 わが国の地域間産業連関表の先行事例 

 
出所：井原健雄・野崎道哉・Tithipongtrakul Nontachai(2010)「地域間投入産

出モデルの再考と強化」(応用地域学会 2010 年度全国大会報告論文)、8 頁、表

1 を一部改定。 

表の名称 対象地域・部門数
地域間交易に関するデー

タソース
推計方法

作成の目的・分析
視角など

1951年近畿地域産業
連関表　(1957年公
表)

近畿2府5県　×約190部門 1951年産業連関表等
1951年産業連関表の推
計方法に準拠。

地域間産業間の
経済構造分析。イ
ンパクト・スタ
ディ。

地域間産業連関表
（1960-1995,2005年
表）

全国9地域　×53部門(2005
年表)

経済産業省「商品流通調
査」、貨物地域流動調査
等

全国表、9地域表。交易
係数の適用・調整。誤差
調整。

地域の経済構造
分析。経済予測。

1985年北陸地域産業
連関表(1993年公表）

北陸3県　　×45部門
中部通商産業局資料、全
国貨物純流動調査、貨物
地域流動調査等

全国表、各県の地域内
表。県間移出入額の算
出、誤差調整。

北陸３県の経済構
造分析。インパク
ト・スタディ。

2003年北海道内地域
間産業連関表(2007
年公表）

北海道6地域　×65部門
(2003年)

道内各地域内産業連関
表等

交易係数の適用、表の
連結

道内の経済構造
相互依存関係の
把握、経済計画策
定等

1995年全国都道府県
間産業連関表（2003
年公表）

全国47都道府県　×45部門

全国貨物純流動調査、産
業連関表の生産額比率、
通話トラフィック、国勢調
査、旅客純流動調査等

各都道府県地域内表。
交易係数の調整適用。
誤差調整。

広域的政策課題
の解明。

東北地域産業連関分
析システム（1995年
版）（2003年公表）

東北6県　×52部門（1995年
表）

(詳細不明）

各県地域内表、東北地
域表、全国表。東北産業
連関表の移出・輸出比率
で各県の移輸出を分割。
東北６県の地域内表を連
結。

東北6県の経済的
相互依存関係の
分析。インパクト・
スタディ。

2000年九州地域県間
産業連関表(2007年
公表）

九州7県×31部門 (詳細不明)
九州地域表、各県地域
内表。各県表連結。（詳
細不明）

九州の農業を事例
としてインパクトス
タディを行う。

関西地域間産業連関
表2000年版(2008年
公表)

関西2府5県　×100部門

経済産業省「商品流通調
査」、2府5県の産業連関
表の県内需要で移出額を
按分

各県地域内表、近畿地
域表、全国表。交易係数
の適用、誤差調整。

経済活動の広域
性を分析するツー
ル。

2000年東北地域県間
産業連関表(2009年
公表)

東北6県＋新潟県　×28部
門（作業ベース65部門）
(2000年表)

経済産業省「商品流通調
査」、東北経済産業局表
組み換え移出率を用い
て、県内需要で移入を按
分

各県地域内表、東北地
域表、全国表。交易係数
の適用、誤差調整。

広域的視点に立っ
た産業政策の必
要性。

2000年東海3県地域
間産業連関表(2010
年公表)

東海3県　×34部門表
1995年中部5県間産業連
関表地域間移出率等

各県地域内表、全国表。
県間移出率の適用、誤
差調整。

外部地域を取り込
んだ産業連関表
の必要性。

中部圏地域間産業連関
表(2005年版)（2011年3

月公表）

中部圏9県+その他全国×95
部門・34部門・13部門

2005年全国貨物純流動
調査等

各県地域内表、全国表。
県間移出率の適用、誤
差調整。

中部地域の信頼
性のあるデータ
ベースの必要性
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表Ⅰ－２ 地域間産業連関表の応用事例 

 
出所：井原健雄・野崎道哉・Tithipongtrakul Nontachai(2010)「地域間投入産

出モデルの再考と強化」(応用地域学会 2010 年度全国大会報告論文)、9 頁、表

2 を一部改定。 

表の名称 応用事例 参考資料

地域間産業連関表（経済産業省） 公共投資の地域間分析
高林喜久生・下山朗(2001)「公共投資の地域間
配分 : 1995年地域間産業連関表による分析」

地域間産業連関表（経済産業省） 公共投資の生産波及、時系列分析
高林喜久生・下山朗(2005)「地域経済の構造変
化と公共投資 : 1985年、90年、95年地域間産
業連関表を用いた分析」

地域間産業連関表（経済産業省）
北海道訪日外国人の消費が及ぼ
す地域間波及効果

新井園枝・佐藤満(2010)「平成17年経済産業
省地域間産業連関表」

東北地域産業連関分析システム
(TIRIOS)

プロ野球新球団誕生に伴う初年度
に発生する需要のみによる東北6
県への経済波及効果

荘銀総合研究所(2004)「仙台市に本拠地を置く
新規プロ野球球団の誕生がもたらす
東北 6 県への経済波及効果について」『調査レ
ポート』

九州地域間産業連関表

九州の農業を事例に九州各県でそ
れぞれの農業の県外出荷額が100
億円増加したと仮定した場合に、自
県、国内、海外への経済波及効果

九州経済産業局(2007)「平成18年九州経済の動
向と九州の潜在的競争力」『リサーチ九州』

東北地域県間産業連関表
スカイライン図の適用、中間財の産
業連関ネットワークの分析

調査研究報告書概要 東北の産業構造を視覚的
に理解する--東北地域県間産業連関表(プロトタ
イプ)へのスカイライングラフの導入。
東北の産業構造を視覚的に理解する(その2)産業
ネットワークとしての東北地域県間産業連関表(プ
ロトタイプ)とその可視化

兵庫県2地域間産業連関表 産業部門ごとの生産波及効果分析 兵庫県ホームページ

東海3県地域間産業連関表
鈴鹿F1日本グランプリの地域経済
波及効果分析

山田光男・村田千賀子・安岡優(2010)「鈴鹿F1
日本グランプリの地域経済効果」『産業連関』
第18巻1・2号

公共投資支出と民間投資の大規模
プロジェクトの関西経済に対して有
する影響

武者加苗（2008）「関西地域における投資の影
響－関西地域間産業連関表による計測－」『関
西学院経済学研究』39号

関西経済に大きな影響がある大阪
湾岸
の大型設備投資

武者加苗・高林喜久生(2009)「パネルベイから
バッテリーベイへ－大阪湾岸大型設備投資の経
済波及効果－」『都市問題研究』62(2)

遷都1300年記念事業が、関西域内
の7府県の各産業部門にどの程度
経済波及効果をもたらすか

武者加苗(2010)「地域経済における観光事業の
産業連関分析－公共投資、設備投資との比較
－」『産研論集』37号

中部国際空港利用による経済波及
効果

東日本大震災の経済被害の地域
間インパクト分析

野崎道哉・井原健雄・ﾃｨﾃｨﾎﾟﾝﾀﾗｸﾞﾝ・ﾉﾝﾀﾁｬｲ
(2011)「東日本大震災の経済被害のインパクト：
中部圏への影響」『産業連関』19巻3号

関西地域間産業連関表(2000年版、
2005年版)

中部圏地域間産業連関表
(2005年版)
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もとより、『中部圏地域間産業連関表(2005年版)』の作成と公表は、わが国の

他地域を対象とした「地域間産業連関表」の作成に関わる歴史的経緯のなかで

は、極めて直近のこととなったが、考えられるその要因としては、他地域と比

べて、開放性と多様性に富む「中部圏」の有する地域特性によるものと言えな

くもない。しかし、それだからこそ、当該地域を対象とした《地域科学》に基

づく調査研究が一層深化するとともに、これまでの先行研究を徹底して学ぶこ

とにより、幾つかの箴言や教訓が導出され、その結果として、いわゆる「後発

の利益」を大いに享受することができた。 

 
参考までに、以下、その成果の一部について論究する。 
これまでのわが国における「地域間産業連関表」に関わる作成の経緯を振り

返ってみると、少なくとも、つぎの事項が指摘される。 
第 1 に、地域間交易に関するデータソースについては、多くの表において、

全国表、各県の地域内表を基礎データとしているが、地域間交易係数の計測に

ついては、1)商品流通調査を用いているもの、2)全国貨物純流通調査、旅客純流

動調査などの「1 次統計」を用いるもの、3)当該地域を含む大地域の産業連関表

を用いるもの、4)詳細が不明のもの、に区分される。 
第 2 に、推定方法については、多くの地域で地域間交易係数を利用している。 

その具体的な推計方法としては、1)RAS 法などの誤差修正手法を用いているも

の、2)アンケート調査やヒアリングなど、一部サーベイ法を併用する部分サーベ

イ法を用いているもの、などがある。 
第 3 に、作成目的と分析視角などについては、1)地域間産業間の経済構造分

析、2)経済予測、3)インパクト・スタディを目的としているもの、4)広域的な政

策課題に対する数量的分析を意図しているもの、に大別される。さらに、実際

の応用例を検討すると、その大半が従来型の経済波及効果などのインパクト・

スタディに含まれる、という事実が判明する。 
 
したがって、わが国における「地域間産業連関表」の活用事例に着目すると、

全体の９割以上がプロジェクトの経済波及効果などを含む従来型のインパク

ト・スタディに留まっているといえる。しかもまた、地域間の経済構造の把握

のために、作表自体が目的と化して、その原表に基づく活用が必ずしも十分に

は行われていない、というのが実情である。 
もとより、「産業連関表」に基づく「産業連関分析」（あるいは、投入産出分

析）は、W.W.レオンチェフによって一般均衡理論の力強い実践版として創成さ

れた分析ツールでもある。その要諦は、当該地域の経済活動は、つねに相互依

存の関係にあり、したがって「あらゆるものは、あらゆるものに依存する」と

いう相互依存の関係を、産業部門のみならず、家計部門についても、つねに妥

当するものとして、正しく理解されなければならない。もしもそうだとすれば、

「地域間産業連関分析」の適用にあっても、地域間の相互依存の関係を、つね

に正しく理解することが強く望まれるのである。 
また、関連する先行研究として、Grady and Muller (1988)によれば、経済活

動とそれによって生み出される雇用の推計がしばしばプログラム評価で示され



14 
 

ており、そのプログラムから結果として生じる便益の評価と混同されている、

と明確に指摘している。なお、ここでのプログラム評価とは、プログラムに関

する基本的な問題に答えるための情報を収集・分析し、さらに活用するための

体系的な方法にほかならない。そこで、Grady and Muller(1988)は、このタイ

プの分析について、つぎの 2 つの理由から、産業連関分析の誤った利用をもた

らしている、と警鐘を鳴らしている。 
第 1 の理由として、消費を内生化した産業連関モデルを用いて生み出される

産業連関モデルの推計は、上方への偏り（バイアス）をもたらすからである、

と。 
第 2 の理由として、特定のプログラムと分離された形で、その結果として生

じる誘発効果を考慮するのは、そのような効果が集計レベルで考慮されている

ので不適切である、と。 
しかも、Grady and Muller(1988)は、完全雇用の仮定のもとでの「費用便益

分析」が、特定の様々なプログラムから生じる「便益」を分析するために最も

適切なツールである、と論じている(Grady and Muller, 1988, p.49)。 
また、Temurshoev (2009)によれば、つぎのような産業連関分析の限定的な諸

仮定を指摘している。  
1) 各産業は 1 種類の同質的な生産物のみを生産する。 
2) 産出は、最終需要の線形関数である。 
3) 技術係数は固定されており、投入物の代替は認められない。 
4) すべての産業における生産は、規模に関して収穫一定の制約がある。 
5) 投入制約の欠如により、投入物の供給弾力性は、完全弾力的である。 
6) 固定的な生産価格（数量）の仮定ゆえに、価格と数量は独立している。 
 
もとより、上記の諸仮定は、明らかに非現実的であり、したがってまた、制

限的である。そこで、かかる産業連関分析の制限的な諸仮定を打破するために

は、RAS 法、ベイズの計量経済モデル(Koop,2003; Temurshoev,2012)を介して、

通常の産業連関表で与えられる「事後的な情報」(ex-post information)を「事前

の情報」(ex-ante information) に変換する必要がある。 
 
その具体として、固定化された技術係数の仮定は、制限的な諸仮定のうちの

ひとつではあるが、RAS 法を介して投入係数を予測したり、あるいはまた、「計

量経済－産業連関モデル」により投入係数の可変性を導入することによって、

その仮定の硬直性を緩めることができる、と考えられる(大塚・森岡,2008；
Nozaki, 2012)。 
 
以上を要約すると、「地域間産業連関表」の活用のあり方として、当方の主張

は、つぎの２点に大別される。 
その第１は、データベースとして作成された「地域間産業連関表」の読み取

りによる知見の導出であり、その具体として、「特化係数」（LQ）の適用が推奨

される。 
その第２は、「地域間産業連関表」に基づく当該地域経済の実証分析を行うこ
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とであり、その具体として、「平均波及長」（APL）と「仮説的抽出法」（HEM）

の適用が推奨される。 
 
Ⅱ．原表の読み取りから分析ツールの適用へ 

Ⅱ－１．原表の読み取りと分析の適用 

Ⅱ－２．原表を活用した読み取り 

Ⅱ－３．分析ツールの適用 

 

Ⅱ．「原表の読み取りから分析ツールの適用へ」では、産業連関表の原表の読

み取りからはじめ、仮定を導入することによる分析ツールへの変換について、

井原(1996)の説明に従って、わが国の地域間産業連関表の歴史的経緯を踏まえ

ながら、「特化係数」、「仮説的抽出法」、「平均波及長」など分析手法の意義につ

いて、分かりやすく説明する。 

 

Ⅱ－１．原表の読み取りと分析の適用 

2012年 3月に公表した報告書『中部圏地域間産業連関表(2005 年版)の見方』

の冒頭で述べた、わが国における「産業連関表」の作成に関わるその歴史的な

経緯を振り返ってみる。 

わが国で最初の産業連関表は、昭和 26（1951）年表で、通商産業省と経済企

画庁とがそれぞれ独自に作成して、昭和 30（1955）年に公表されたものである。

その後、5年おきに「産業連関表」が作成されるようになったが、そのなかでも

平成２（1990）年表では、その推計方法が従来の事業所単位からアクティビテ

ィ・ベースに改められたことを受けて、それまでと比べてサービス分野の推計

精度が著しく向上した。また、平成７（1995）年表では、国際連合が 1993年に

25年ぶりに SNA を再改定したことを受けて、93SNA の新概念に即した改訂と

変更が加えられた。さらに、平成 12（2000）年表では、93SNA 概念への更なる

対応をした改訂と変更が加えられた。一方、各府省庁共同事業による 5 年おき

の産業連関表の作成を補完するため、昭和 48（1973）年表以降、その「延長表」

も適宜作成されるようになった。 

このような状況のなかで、地域の産業連関表も、全国を対象地域とする「地

域間産業連関表」（９ブロック表）が、昭和 35（1960）年表として公表されて以

降、５年おきに作成されるようになった。加えて、特定地域を対象とした地域

表も、平成２（1990）年表以降、全都道府県ごとに作成されるようになってい

る。さらにまた、地球規模の地域間産業連関表ともいうべき「国際産業連関表」

の作成も、経済産業省および日本貿易振興会・アジア経済研究所などによって

行われている。 

以上の経緯から明らかなように、「地域間産業連関表」（Interregional 
Input-Output Table）は、あくまでも全国を対象とした「産業連関表」

（Input-Output Table）を母体とするその発展形態のひとつとして作成される

に至ったという事実の確認に加えて、その原表が極めて有意な情報を内包する

ことから、広範多岐にわたって極めて有効なデータベースとして活用すること

ができるという優れた利点を持っているという事実の確認も、併せて強く望ま
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れる。 

産業連関表は、最初に W. W. Leontief が 1941 年にアメリカ合衆国において、

第二次世界大戦後の経済予測を行う目的で構築された。それ以来、その多くが

全国表レベルではあるが、産業連関モデルの多くの適用が世界中で行われてき

た。しかしながら、最近では、より複雑な地域課題を扱うために、地域レベル

における経済分析の関心が産業連関モデルの改訂に向けられてきている。 
産業連関モデルが非常に幅広く用いられてきている理由は、数量的測度を扱

う際の柔軟性によるかもしれない。換言すれば、産業連関モデルは、経済構造

を把握することを助け、経済構造から有意な政策的含意を導出することを可能

にする最も基礎的かつ有用な分析のためのフレームワークとして認識される。 
しかしながら、実証研究を行う前に、産業連関モデルの技術的諸仮定に基づ

いて、産業連関モデルを明確に定義しなければならない点に、注目する必要が

ある。この意味で、産業連関モデルの全体構造を正確に明らかにするとともに、

モデルの背後にある技術的諸仮定を説明する。 

 

産業連関モデルは、形式的には、つぎの三つの基本表から構成されている。 

第１の表は、産業連関モデルにおいて「記述上の工夫」と見なされている、

取引行列表(Transaction matrix table)である。この産業連関表（あるいは取引

行列表）は行和・列和が均などする Double-Entry System によって特徴づけら

れている。つまり、列側から見たいかなる記載も産出側（あるいは売手側）の

構造を示している。同様に、行側から見たいかなる記載も投入側（買手側）の

構造を示している。 
第２の表は、投入係数表（Input Coefficient Table）である。投入係数行列

A=[xij]における要素 aijは j 部門の生産物１単位を生産するために必要とされる i
部門の投入量である。 
第３の表は、逆行列係数表（Inverse Matrix Table）である。逆行列係数表

B=(I－A)‐１(すなわち、レオンチェフの逆行列)における要素 bijは j 部門の生産

物１単位を最終需要として調達するのに伴って必要とされる直接・間接の i 部門

における総産出量を表わす。 
この第２、第３の表は、「分析ツール」と見なすことができる。 
ここで注意を要することは、上記の「取引行列表」が、当該経済の構造を組

織的に、しかも細分化された形で捉えるために考案された「記述上の工夫」

(Descriptive device)として理解する必要があるということである。 

産業連関分析の意義は、このような「取引行列表」を単なる記述上の工夫と

して見るに留まらず、さらに幾つかの強い仮定を導入することによって、そこ

から「投入係数表」と「逆行列係数表」を導出し、その結果として、それを「分

析ツール」（Analytical Tool）へと変換した点に求められる。 
 

導入された仮定のうち、特に注目する必要がある仮定は、つぎの３つである。 

仮定１ 規模に関して収穫不変(Constant returns to scale) 
仮定２ 等量曲面の凸性(Convexity of the isoquant surfaces) 
仮定３ 投入係数の固定性(Fixed coefficients of production) 
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そこで、いま、これらの強い仮定を認めるならば、すでに指摘した第２の表

（「投入係数表」）と第３の表（「逆行列係数表」）は容易に計算することによっ

て求められ、またそれらが有効な分析ツールとしての機能を果たすことになる。 

 

表Ⅱ－1は、全国を対象とした１国２産業からなる「産業連関表」（あるい

は、「取引行列表」ともいわれる）を例示したものである。 

 

表Ⅱ-1 取引行列表 

 
 

 

ただし、ここでの記号として、 

Xi（i=1,2）：部門 iにより生産された総産出額 

ｘij：（i, j＝1,2）：部門 jにより購入された部門 iの産品の購入額 

Fi（i=1,2）：部門 iの産品に対する最終需要額 

V0j（j＝1,2）：部門 jの付加価値額 

V0：経済全体の総付加価値額 

を、それぞれ表わすものとする。 

 

つぎの表Ⅱ－2は、さきの表Ⅱ－1から導出される投入係数表を表わすものと

なっている。 

  

取引行列表

総投入額

付加価値額

最終需要 総産出額

－

産業１

産業1

産業2

産業2

𝒙𝟏𝟏⬚ 𝒙𝟏𝟐⬚

𝒙𝟐𝟏⬚ 𝒙22⬚

𝑽𝟎𝟏
⬚ 𝑽𝟎𝟐

⬚

𝑭𝟏
⬚

𝑭𝟐
⬚

𝑿𝟏
⬚ 𝑿𝟐

⬚

𝑿𝟏
⬚

𝑿𝟐
⬚

𝑽𝟎
⬚

𝑭⬚⬚
⬚

𝑿⬚
⬚⬚F0 

  
   

    

   

 X   
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表Ⅱ－2 投入係数表 

 
 

ここで、aij(i=0,1,2；ｊ＝1,2)は、i=1,2ならば xij／Xj；i=0ならば V0j／Xj

としてそれぞれ定義される。 

したがって、一般的に投入係数 aijは、第ｊ部門での生産を 1単位行うのに必

要とされる第 i部門からの直接的な投入量を意味する。それ故に、この投入係

数を用いることによって、より詳細な経済構造の分析が可能となる。 

さらに、一層重要な意味を持つ産業連関分析の試みは、単位当たりの最終需

要の変化によって誘発される直接・間接の波及効果を要約表示する第３の表

（「逆行列係数表」）によって補強されることになる。 

 

 

表Ⅱ－3 逆行列係数表 

 
 

ここで、bij(i,j=1,2)は、Leontief の逆行列（すなわち、(I－A)-1）における

第 i行第 j列の要素である。したがって、一般的に bijは、第 j部門の生産物 1

単位を最終需要として調達するのに伴って必要とされる直接・間接の第 j部門

における総産出量を示すことになる。なお、Leontief の逆行列は、線形代数の

適用により、つぎのようなべき級数(Power Series)として表わされる。 

 

I + A + A2 + A3 + ⋯＝(𝐈－𝐀)−1          （2-1-1） 

 

産業1 産業２

産業１

産業2

付加価値

総投入

𝑎11⬚ 𝑎12⬚

𝑎21⬚ 𝑎22⬚

𝒂𝟎𝟏⬚ 𝒂02⬚

１ １

産業1 産業２

産業１

産業2

𝑏11
⬚ 𝑏12

⬚

𝑏21
⬚ 𝑏22

⬚

  

  

  

  

  

1.0 1.0 
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したがって、Leontief の逆行列とは、各部門の生産物をそれぞれ 1単位ずつ

最終需要部門に引き渡すことによって誘発される各部門の拡大効果を各要素と

して含む行列のことであり、これはまた、単純乗数を多部門乗数に拡張したも

のとして理解される。 

 

ある技術的な仮定の導入によって、「取引行列表」が「投入係数表」や「逆行

列係数表」に変換しうるということ、さらにまた、それによってより詳細な経

済構造分析が計量的に可能になるということであった。従って、このような産

業連関分析を適用する場合には、そこに導入されている技術的な仮定について

の正しい理解と認識が、必要となるのである。 

 

そこで、つぎに、上記の３つの仮定について、その意味を検討しておく。 

 

まず、第１の仮定は、「規模に関して収穫不変」であり、これは、生産関数が

1次同次の性質を備えているということでもある。各部門別の生産関数は、つぎ

のように表わされる。 

 

X1＝𝑀𝑀𝑀 �𝑥11
𝑎11

, 𝑥21
𝑎21

, 𝑉01
𝑎01
�             (2-1-2) 

X2＝𝑀𝑀𝑀 �𝑥12
𝑎12

, 𝑥22
𝑎22

, 𝑉02
𝑎02
�             (2-1-3) 

 

各投入要素を t倍すれば、各部門別の総産出量もｔ倍になることにより、これ

らの生産関数が 1次同次であることが確かめられる。 

 

つぎに、第 2の仮定は、「等量曲面の凸性」であり、これは一般化された収穫

逓減の法則が成立することを意味するが、産業連関モデルでは、極めて特殊な

形態をとっていることに留意する必要がある。すなわち、いま生産要素が 2財

の場合についてのみ考えると、それは等量曲線が原点に対して直角のコーナー

をもつものとして描けることを意味している。換言すれば、これは、代替の弾

力性が常にゼロであるということでもある。 

 なお、代替の弾力性（これをσと表わす）は、各生産要素の限界生産力（こ

れを MP1ｊおよび MP2ｊで表わす）によって、つぎのように表わすことができる。 

σ =
𝑑𝑑𝑑𝑑(

𝑥2𝑗
𝑥1𝑗

)

𝑑𝑑𝑑𝑑(
𝑀𝑀1𝑗
𝑀𝑀2𝑗

)
=

𝑀𝑀1𝑗
𝑀𝑀2𝑗
𝑥2𝑗
𝑥1𝑗

∙
𝑑 �

𝑥2𝑗
𝑥1𝑗

�

𝑑 �
𝑀𝑀1𝑗
𝑀𝑀2𝑗

�
= 0 

 

さらに、第 3の仮定は、「投入係数の固定性」であり、産業連関モデルの評価

において、これまでになされた議論の大半はこの仮定に集中している。この仮

定に関わる異なった見解を分類しておく。 
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(1) 理論的には疑問があるが、分析の第 1次接近としては、その仮定の導入

もやむを得ないという見方 

(2) 理論的基礎はともかくとして、経験的・統計的には、ほぼ実証されるか

ら、その仮定は容認されるという見方 

(3) 理論的にも固定係数の意味が明確に論証されるから、むしろ積極的にこ

の仮定が容認されるという見方 

 

上記３つの見解の序列は、(1)よりも(2)が、(2)よりも(3)の見解が「投入係

数の固定性」という仮定への態度が寛容なものとなっている。その中でも、(3)

の見解を裏づける理論的基礎が、いわゆる「代替定理」(Theorem of ubstitution)
に置かれている。 

 

図Ⅱ-1 産業連関モデルの技術的仮定 

 
 

Ⅱ－２．原表を活用した読み取り 

中部広域９県の産業構造の特徴を把握するため、「中部圏表」から県別の産

業別生産額(全 34部門)の産業別生産額の構成比を求め、上位５部門を示した

産出 k 

投入 i 

投入 j 

Xik 
t･Xik 

Xik 

t･Xik 

Xik 
t･Xik 仮定 1 

(規模に関して収穫不変) 

仮定 2 

(等量局面の凸性) 

仮定 3 

(投入係数の固定性) 

出所:井原健雄(1996),31 頁,図 2-1 

投入ｊ 
(等量曲面の凸性) 
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ものが表Ⅱ－4である。 

 

表Ⅱ―4 中部広域９県の産業別構成比の上位５部門(単位：％) 

 
  

このなかで際立って産業別生産額の構成比が大きいのは、愛知県の「輸送機

械」(21.1％)であり、次いで静岡県の「輸送機械」(13.8％)、三重県の「輸送

機械」(11.4％)、福井県の「電力・ガス・熱供給」(10.9％)、愛知県の「商業」

(10.9％)の順となっている。 

ここからも中部地域、とくに愛知県・静岡県・三重県を中心に自動車産業が

集積していることが確認できる。 

「特化係数」（Location Quotients：LQ）とは、地域分析において、全国との

比較をして産業構造がどの分野に偏っているかを表わすもので、つぎのように

定義される。 

 

表Ⅱ－5は、地域別産業部門別の特化係数を表している。ある産業の地域にお

けるウェイトを、その産業の全国におけるウェイトで除して求めることから、

この数値が大きいほど、その地域ではその産業に特化していると考えられる。 

 

(1)産業連関表のデータの読み取り：特化係数(Location Quotients) 

実績データによる基礎的検討を行うため、各県産業連関表を共通部門分類に

整理して、そこから生産額比率や Location Quotient（ＬＱ；特化係数）などを

求めた。 
 

LQi,r が 1 以上であるとき、地域ｒの産業 i は移出志向的とみなされ、１を

超える部分は他地域へ移出されるものと考える。また、LQi,r が１より小さいと

きには、当該地域での需要に対して供給する能力が低いとみなされ、地域ｒの

産業 i は移入志向的であると考える。 
𝑥𝑖,𝑟＝地域 rの部門 iの財の産出額、𝑥𝑖,𝑠＝地域 sにおける部門 iの財の産出額 

 

 

産業 構成比 産業 構成比 産業 構成比
①商業 7.7 ①商業 10.4 ①電力・ガス・熱供給 10.9
②不動産 7.1 ②建設 8.9 ②建設 9.6
③建設 6.8 ③一般機械 7.5 ③商業 8.0
④化学製品 6.2 ④医療・保健・社会保障・介護 7.0 ④電子部品 5.3
⑤非鉄金属 5.9 ⑤情報通信 6.2 ⑤不動産 5.3

産業 構成比 産業 構成比 産業 構成比
①不動産 8.3 ①商業 8.1 ①輸送機械 13.8
②対個人サービス 7.6 ②建設 7.6 ②商業 6.5
③商業 7.2 ③輸送機械 7.0 ③建設 6.2
④情報・通信機器 6.6 ④不動産 6.7 ④不動産 5.5
⑤建設 6.3 ⑤医療・保健・社会保障・介護 5.8 ⑤対個人サービス 4.7

産業 構成比 産業 構成比 産業 構成比
①輸送機械 21.1 ①輸送機械 11.4 ①一般機械 9.2
②商業 10.9 ②化学製品 7.2 ②不動産 7.3
③不動産 5.5 ③電子部品 6.6 ③その他の製造工業製品 7.0
④対事業所サービス 5.1 ④石油・石炭製品 6.3 ④建設 7.0
⑤一般機械 4.7 ⑤建設 6.1 ⑤輸送機械 6.8

愛知県 三重県 滋賀県

富山県 石川県 福井県

長野県 岐阜県 静岡県
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        LQi,r  if LQi,r < 1 (移入志向的) 

ti,r =                                         

１  if LQi,r≧１ (移出志向的) 

 

 

表Ⅱ－5 地域別産業部門別の特化係数（ただし、太字は１より大きい数値） 
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図Ⅱ－2 中部広域９県の特化係数（LQ）の総括図 

 
 

Ⅱ－３．分析ツールの適用 

(１) 技術係数の導入：平均波及長(Average Propagation Length) 
従来の産業連関分析では、産業間のリンケージの「大きさ」や「強さ」につ

いて言及するものが中心であったが、Dietzenbacher, Romero and Bosma 
(2005)、猪俣(2009)では、サプライチェーンを構成する産業間の「経済的」距離

の近接性を示す指標として平均波及長を用いている。Inomata(2008)は、アジア

経済研究所で開発した 2000 年アジア国際産業連関表を用いて、国際貿易におけ

る垂直的分業のフラグメンテーションを分析するための新たな手法を提案して

いる。最近では、平均波及長の枠組みを援用した応用研究として、Franco, C., 
Montresor,S. and Marzetti, G.V.(2011)は、OECDの TFP と R＆Dストックのデー

タを用いて、貿易に関わる多国間の R&Dストックのマトリックスを作成し、「疑

似的な」平均波及長を計測することによって、貿易に関わる直接および間接的

な知識のスピルオーバー効果について分析している。本研究は、この平均波及

長を地域の産業集積を分析するための手法として適用することにより、中部圏

の産業集積の実態を明らかにすることをねらいとしている。 

平均波及長を指標として用いるメリットは、産業間の「経済的」距離を数値と

して計算可能な形で定式化し、ある産業が他の産業とどのような近接性を持っ

ているのかを明らかにすることができることである。これにより、地域産業集
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積の現在の姿だけではなく、現在の地域産業集積に見られる新産業の芽から将

来の新産業振興策の方向を見定めることができるようになると期待される。「平

均波及長」(Average Propagation Length)は、地域間産業連関分析を行うにあた

り、地域産業集積の計量的把握のための望ましい分析手法である。 

「平均波及長」(APL)は、さまざまな産業部門間の経済距離、あるいはその

他の産業間の近接性もしくはクラスター（換言すれば、産業間の相互依存性）

を測るための指標である。それは、基本的には、さまざまな産業部門間の経済

距離として測ることが可能であるということを思考法に基づいている。 
  しかし、この「平均波及長」は、レオンチェフの逆行列、あるいは投入係数

などのを分析を行う前提条件として注意しなければならない。換言すれば、わ

れわれは、通常、「平均波及長」を、「この種の距離を測るために、別の産業の

生産の価値に影響を及ぼす、ある産業の外生的変化を引き起こすステップの平

均数」として定義することができる。そして、この距離が本質的に、前方連関

や後方連関に依存するのではなく、レオンチェフの逆行列に依存しているとい

うこともまた考慮されるべきである。図Ⅱ－3 を参照されたい。 
 

図Ⅱ－3 レオンチェフ逆行列への変換 

 
出所：猪俣 (2008),47頁,図１ 

 
さらに、つぎの設問を投じてみたい。すなわち、何故にわれわれは、中部圏

地域間産業連関表の分析手法の一つとして、こうした測度を活用しようとする

のか？ 
われわれは、自ら投じられた設問に対して、つぎのように答えるであろう。 
その理由は、われわれが、産業レベルでの地域産業クラスターを分析するこ

とに強い意欲を持っているからに他ならない、と。 
さらに、この APL を用いて、供給網を分析することも可能である。例えば、

2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災による他の地域からの生産供給の減

少に対するフィードバック効果がそれである。 
 



25 
 

われわれは、中部圏地域間産業連関表に基づき、APLの計測を行った。その際、

われわれは、産業部門数を 95部門から 34部門に集約した。  
図Ⅱ－4(a)は、愛知県の輸送機械産業の産業クラスターである。青の実線は、

愛知県の輸送機械産業から他産業へのステップ数１の前方連関である。そして、

青の２種類の点線は、愛知県の輸送機械産業から他産業へのステップ数２、ス

テップ数３の前方連関である。 
他方、赤の実線は、他産業から愛知県の輸送機械産業へのステップ数１の後

方連関である。そして、赤の２つの点線は、他産業から愛知県の輸送機械産業

へのステップ数２、ステップ数３の後方連関である。 
  傾向をまとめると、第１に、愛知県の輸送機械産業は、愛知県内の関連産業、

および他の中部圏各県の輸送機械産業、および関連産業に中間財を販売してい

る。第２に、愛知県の輸送機械産業は、愛知県および他の中部圏各県の素材産

業、さらにその他全国の輸送機械産業から中間財を購入している。 
 
 

図Ⅱ－4 (a) 愛知県の輸送機械産業クラスター 

 
 

 
図Ⅱ－4(b)は、静岡県の輸送機械産業の産業クラスターである。図中の青の実

線は、静岡県の輸送機械産業から他産業へのステップ数 1 の前方連関である。

青の点線は、静岡県の輸送機械産業から他産業へのステップ数２の前方連関で

ある。 
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他方、赤の実線は、他産業から静岡県の輸送機械産業へのステップ数１の後

方連関である。そして、赤の 3 種類の点線は、他産業から静岡県の輸送機械産

業へのステップ数２,３,４の前方連関である。 
傾向をまとめると、第 1 に、静岡県の輸送機械産業は、愛知県の輸送機械産

業、およびその他全国の輸送機械産業に中間財を販売している。第 2 に、静岡

県の輸送機械産業は、静岡県の素材系産業および教育・研究、愛知県の輸送機

械産業および鉱業、ならびにその他全国の輸送機械産業、鉄鋼、鉱業から中間

財を購入している。 
 
 

図Ⅱ－4(b) 静岡県の輸送機械産業クラスター 

 
 

 
図Ⅱ－4(c)は、三重県の輸送機械産業クラスターである。図中の青の実線は、

三重県の輸送機械産業から他産業へのステップ数 1 の前方連関である。青の点

線は、三重県の輸送機械産業から他産業へのステップ数２の前方連関である。 
他方、赤の実線は、他産業から三重県の輸送機械産業へのステップ数１の後

方連関である。そして、赤の 3 種類の点線は、他産業から三重県の輸送機械産

業へのステップ数２,３,４の前方連関である。 
傾向をまとめると、第 1 に、三重県の輸送機械産業は、愛知県の輸送機械産

業、およびその他全国の輸送機械産業に中間財を販売している。第 2 に、三重

県の輸送機械産業は、三重県の素材系産業および対事業所サービス、愛知県の

輸送機械産業および鉱業、ならびにその他全国の輸送機械産業、鉄鋼、鉱業か

ら中間財を購入している。 
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図Ⅱ－4(c) 三重県の輸送機械産業クラスター 

 
 

 

図Ⅱ－4(d)は、岐阜県の輸送機械産業クラスターである。図中の青の実線は、

岐阜県の輸送機械産業から他産業へのステップ数１の前方連関である。 
他方、赤の実線は、他産業から岐阜県の輸送機械産業へのステップ数 1 の後

方連関である。そして、赤の破線は、他産業から岐阜県の輸送機械産業へのス

テップ数 4 の後方連関である。 
傾向をまとめると、第 1に、岐阜県の輸送機械産業から愛知県の輸送機械、

岐阜県内の非鉄金属、鉄鋼、およびその他全国の鉄鋼に中間財が販売されてい

る。第 2に、愛知県の輸送機械、愛知県の鉱業、その他全国の鉱業および輸送

機械から中間財を購入している。 
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図Ⅱ－4(d) 岐阜県の輸送機械産業クラスター 

 
 

 

中部圏の輸送機械産業クラスターの分析から得られた結果は、つぎのとおり

である。 

第 1に、中部圏広域 9県の地域間交易について、輸送機械産業を事例として

取り上げて分析した結果、愛知県、静岡県、三重県、岐阜県の輸送機械産業の

間に強い経済的結びつきが観察された。 

第２に、愛知県の輸送機械産業クラスターの形状は最も複雑な形状をしてい

るが、その理由は中部圏における部品産業のサプライチェーンの垂直的関係が

存在しているからである。それに対して、三重県と静岡県の輸送機械産業クラ

スターは比較的単純な形状をしている。その理由は、三重県と静岡県に立地し

ている輸送機械メーカーは部品を自地域内、愛知県およびその他全国の関連産

業から調達するからである。 

第３に、岐阜県の輸送機械産業クラスターは、愛知県の輸送機械、自地域内

の非鉄金属、鉄鋼などの素材系産業との結びつきが強く、それ以外はその他全

国の輸送機械産業、および鉱業、鉄鋼などの産業との経済取引が観察される。 

最後に、自部門取引を別にすれば、中部圏の輸送機械産業は、経済取引の大

部分を愛知県とその他全国との経済取引が占めている。 

 

(4)仮説的抽出法(Hypothetical Extraction Method) 
「仮説的抽出法」（Hypothetical Extraction Method）に照準を定めて、その

基本的な考え方についての理解を深めるために、「仮説的抽出法」(Hypothetical 
Extraction Method)について説明を行っておく必要がある。 

Miller and Blair(2009, Ch.12)によれば、「仮説的抽出法」による抽出アプロ

ーチの目的は、もしも特定の産業部門、例えば、ｊ番目の産業部門が当該経済

から消滅したと想定したならば、n 産業部門からなる経済の総産出が、果たして
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どれだけ変化(減少)するであろうか、ということを数量的に評価することである、

といわれる。 
また、玉村・内田・岡本(2003)では、アジア経済研究所で作成した「アジア国

際産業連関表」を用いて産業連関分析を行う際に、「仮説的抽出法」の考え方に

従い、生産構造の分析を行っている。そのなかで、「仮説的抽出法」の考え方に

ついて、つぎのように述べている。すなわち、「仮説的に(hypothetically)ある産

業部門、あるいは国を抽出する(extract)ものであり、抽出された部門(国)を除い

た残りの部門(国)での産業連関モデルと抽出する前の産業連関モデルとを比較

することにより、経済システムにおける抽出部門(国)の働きを浮き彫りにするこ

とである」と。(玉村・内田・岡本,2003,130 頁) 
 具体的には、これまで、経済におけるキー・セクターの特定、仮説を適用す

ることによる特定産業（例えば、農業、製造業、建設業、不動産業など）の構

造変化の分析に適用されてきた。したがって、この分析を中部圏のリーディン

グ産業である自動車産業に適用することにより、中部圏の自動車産業の将来像

を推定することも可能である。 
 
以上、Ⅱ．原表の読み取りから分析ツールの適用へでは、わが国の産業連関

表の作成経緯を踏まえて、作成された産業連関表のデータの読み取りから技術

的仮定を導入した分析への転換の必要性について言及し、データの読み取りを

含む具体的な分析手法として、特化係数、平均波及長、仮説的抽出法の方法論

について概説した。 
 
 

Ⅲ．中部圏における地域特性の分析 

Ⅲ－１．中部圏における広域的プロジェクトの概要 

Ⅲ－２． 原表の活用による中部圏の地域特性の分析 

Ⅲ－３．中部圏における広域的プロジェクトの実証と提案 

 

Ⅲ．中部圏における地域特性の分析では、中部圏における広域的プロジェク

トを題材として、「開放性」（Openness）と「多様性」（Diversity）を有する中

部圏の地域特性の分析を行う。 

 

Ⅲ－１．中部圏における各種プロジェクトの概要 

昨今の地域経済を取り巻く環境の変化や、地域社会の構造変化に対して、上

述した「中部圏」内の各地域では、将来を見据えた中長期的な地域の活性化策

の実行が求められているが、その具体として、インフラの整備や地域の活性化、

さらにまた、競争力の強化につながる各種のプロジェクトが数多く推進されて

いる。その証左として、当財団が、中部９県（富山県、石川県、福井県、長野

県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県）で展開されている各県の代表

的なプロジェクトの最新情報を取り纏めて公表した『中部プロジェクト 2011』
によれば、１．〈産業・技術・情報〉の分野では、（「北陸３県繊維産業クラスタ

ー」や「浜松・東三河地域オプトロニクスクラスター」などを含めて）29 件、
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２．〈交通・流通〉の分野では、（「新名神高速道路」や「東海環状自動車道」な

どを含めて）24 件、３．〈都市開発〉の分野では、（「中部臨空都市」や「ささし

まライブ 24」などを含めて）22 件、４．〈観光・交流・文化・教育〉の分野で

は、（「国営木曽三川公園」などを含めて）23 件、５．〈治水・利水〉の分野では、

（「木曽川水系連絡導水路事業」や「豊川用水二期事業」などを含めて）13 件、

などが指摘され、詳述されている。 
 
１．〈産業・技術・情報〉 
・「北陸３県繊維産業クラスター」 

①事業の背景・目的：北陸 3 県の繊維産業の活性化を図るため、行政や支

援機関、繊維企業が連携し、販路拡大、人材育成、研究開発の分野で事業

を実施。その 3 分野で集中的かつ効率的に基盤を整備する。 
②プロジェクトの特徴・効果：本クラスターは、企業立地促進法の基本計

画としては全国初の県域を超えた広域連携であり、全国のモデルケースと

して、北陸 3 県連携のスケールメリットを活かした取り組みを推進してい

る。 
 

・「浜松・東三河地域オプトロニクスクラスター」について： 
①事業の背景・目的：文部科学省の地域イノベーションクラスタープログ

ラムを活用し、先端光電子技術とものづくり基盤技術に強みを持つ浜松・

東三河地域に光電子技術(オプトロニクス)に係る国際的な産業集積を実現

するため、産学官が連携して世界をリードする革新的な研究開発と事業化

を進める。知の拠点である地域大学（静岡大学、豊橋技術科学大学、浜松

医科大学）を中心としたオプトロニクス関連の独創的な研究シーズと、地

域企業を主体としたニーズ解決能力の融合と連携による光・電子関連分野

の研究開発の推進により、将来におけるあらゆる産業の基盤技術となる新

産業（オプトロニクス産業）を創成するとともに、輸送用機械をはじめと

した国際優位性のある地域産業や医療技術との融合による高付加価値化、

革新的技術・製品の連鎖的創出を目指す。 
②プロジェクトの特徴・効果：オプトロニクス分野において、2016 年度ま

でに、1 兆円の産業規模実現を目指す。 
 

２．〈交通・流通〉 
・「新名神高速道路」について： 
 ①事業の背景・目的：1969 年に全線開通した東名高速道路は、交通量が開

通時の約 4 倍に達し、慢性的な渋滞や著しい混雑が発生している。混雑が

著しい現東名との適切な交通分担を持ち、日本の産業・文化・社会経済活

動に大きく寄与するために建設するもの。 
 ②プロジェクトの特徴・効果：東名・名神高速道路の交通量の多くの部分

が、大都市圏間を結ぶ長距離型の利用で占められている。これらの通過交

通を中心に新東名神への転換が図られることにより、東名・名神高速道路

の渋滞は抜本的に解消される。新東名神の整備により、補修・改良工事や
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事故、非常事態発生時においても、東名・名神高速道路と互いに補い合う

ことにより、交通の安定性が確保される。また、交通流出による影響も大

きく緩和される。最短ルートの選択やゆとりのある構造規格の採用により、

三大都市圏間の旅行時間が大幅に短縮される。 
・「東海環状自動車道」について： 
①事業の背景・目的：東海環状自動車道は、愛知・岐阜・三重の 3 県を環

状に連結し、東名・名神高速道路、東海北陸自動車道、新東名・新名神高

速道路などの高速自動車道と一体になって広域的なネットワークを形成し、

東海地域の骨格として地域連携の軸となる、延長約 160 ㎞の自動車専用道

路である。 
②プロジェクトの特徴・効果：岐阜市・関市、豊田市、土岐市、大垣市、

四日市市間の所要時間が大幅に短縮する。混雑時や、事故・工事による通

行規制時にルートを選択できる。日帰り可能な 2 時間で移動できる範囲が

拡大し、更なる観光の振興が期待される。 
 

３．〈都市開発〉 
・「中部臨空都市」について： 
①事業の背景・目的：2005 年 2 月、愛知県常滑市海上に中部国際空港セン

トレアが開港した。中部臨空都市は中部国際空港セントレアに隣接して作ら

れた新しいまちである。空港に隣接する空港島地域開発用地と、その対岸に

ある空港対岸部地域開発用地から成り立ち、現在、セントレアから国内外に

荷物を運ぶ航空物流関係の会社や、ホテルなどが開業している。空港がもた

らすインパクトを最大限に活かし、世界的レベルの先進的な臨空都市の実現

や、次世代の産業拠点の形成を目指しており、さらには最先端の技術を活か

した新エネルギーに関する実証研究もおこなわれている。 
②プロジェクトの特徴・効果： 

・次世代産業技術のグルーバル・ゲートシティ 
・国際性のあるにぎわいを備えた新たな生活を提案するライフスタイル

提案都市 
・次世代を担う国際人を育む都市 

・「ささしまライブ２４」について： 
①事業の背景・目的：ささしまライブ２４地区は、名古屋駅から南へ約１㎞

に位置し、都心に残された貴重な大規模空間である旧国鉄笹島貨物駅跡地お

よび中川運河船だまり周辺を含む約２２．１ｈａの地区である。 
 ささしまライブ２４地区の北側に隣接する太閤地区では、幹線道路（椿町

線）をささしまライブ２４地区と一体的に整備し、名古屋駅や広小路線への

アクセス改善を目指している。 
②プロジェクトの特徴・効果：交通結節点の名古屋駅に近く、都心周辺内に

残された貨物駅跡地を含む地区の整備・開発である。「国際歓迎・交流拠点」

の形成を目指したにぎわいのある複合型まちづくりを進める。名古屋駅周辺

地区全体はもとより、名古屋大都市圏さらには中部圏の活性化に寄与する都

市機能の集積が進むことが期待される。 



32 
 

 
４．〈観光・交流・文化・教育〉 
・「国営木曽三川公園」について： 

①事業の背景・目的：国営木曽三川公園は、東海地方の人々のレクリエー

ション需要の拡大と多様化に応えるため、木曽川、長良川、揖斐川の広大

なオープンスペースを活用したイ号公園*である。公園区域は、岐阜、愛知、

三重県にまたがり、各地区ごとに特徴ある整備と質の高い運営を行うこと

で沿川流域の活性化を進めようとするものである。 
*イ号公園：一の都府県の区域を超えるような広域の見地から設置する都市

計画施設である公園又は緑地。 
②プロジェクトの特徴・効果：来園者が木曽三川の流れに親しみ、地域に

対する意識を高め、人々の融和と地方に対する愛着を深める場となる。河

川環境への関心を高めるとともに、この地域の歴史的遺産を後世に伝え、

治水を始めとする河川と人との関わりやその重要性を認識する場となる。

全国の人々に幅広いレクリエーションの場を提供し、東海地方とそこに住

む人々を理解し、連帯を深める場となる。 
 
５．〈治水・利水〉 
・「木曽川水系連絡導水路事業」について： 

①事業の背景・目的： 
 1)環境面：木曽川水系の異常渇水時において、徳山ダムに確保された渇

水対策容量の内、4,000 万㎥の水を木曽川および長良川に導水すること

により、木曽成戸地点において河川環境の改善のための流量を確保する。 
 2)利水面：徳山ダムで開発した愛知県および名古屋市の都市用水を導水

し、木曽川で取水できるようにする。 
・「豊川用水二期事業」について： 

  ①事業の背景・目的：愛知県の東三河地域は、温暖な気候、中京・京浜市

場への地理的条件などの産業立地条件に恵まれながらも、水源に乏しくし

ばしば干害を受けるなど、水不足が産業発展の大きな課題となっていた。

こうした状況の中で、大正末期に先覚者の提唱がきっかけとなり、現在当

地域の水瓶となっている宇連ダムをはじめとする豊川用水施設が開発され

た。豊川用水は、1968 年の全面通水開始以来長期間が経過し、漏水、破損

事故が顕著になってきている。万一不測の事態が起きた場合、市民の生活

用水はもとより、農業・工業など東三河地域の産業に大きな打撃を与える

ことが予想される。水資源開発公団（現在の独立行政法人水資源機構）は、

水路施設を改築し、施設の機能回復を図るとともに、幹線水路の複線化な

どにより、効果的な水利用と合理的な水管理の実現を図るため、1999 年度

より豊川用水第二期事業に着手した。 
 
Ⅲ－２．原表の活用による中部圏の地域特性の分析 

上述したようなプロジェクトを着実に推進していくためには、それぞれのプ

ロジェクトごとにその事業概要を精査した上で、政策志向の観点に立って科学
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的知見を判断材料として導出することに努め、しかもその帰結を大いに活用す

ることが、とりわけ強く望まれる。ただし、そのためには、どのような前提の

もとで、しかもどのような方法に従って、それぞれのプロジェクトを実行して

いくのか、という細部の検討が求められることになる。換言すれば、ここで改

めて、中部広域９県を対象地域とするデータベースとして作成された「中部圏

地域間産業連関表」に対する新たな見方が問われることになるのである。何故

なら、ここで問われるのは、（2005 年の）実績値としてのデータから構成され

ている「中部圏地域間産業連関表」に着目して、その原表の直接的な読み取り

に留まることなく、さらに当該プロジェクトの整備に伴って予想される事前の

影響評価を計量的に行うことが必要不可欠となるからである。したがって、（直

接的な）原表の読み取りから、（間接的な）原表の読み取りによる拡充の方途へ

の移行が求められることになり、それはまた、「地域間産業連関表」としての《記

述上の工夫》（Descriptive device）から、「地域間産業連関分析」としての《分

析上の用具》（Analytical tool）への変換を意味することになる。 
かかる「地域間産業連関分析」の概要とその拡充への方途については、稿を

改めて論究することにして、ここでは、すでに論究した「地域間産業連関表」

の作成とその活用に関わる３つの検討課題（すなわち、１）「産業分類」の検討、

２）「地域区分」の検討、３）「地域間交易係数」の推定）と関連づけて、原表

に対する新たな見方による拡充の方途を、上記の個別プロジェクトに対して示

す。 
 

１．〈産業・技術・情報〉 
・「北陸３県繊維産業クラスター」について 
→本プロジェクトに対する政策評価にとっては、原表に対する新たな見方 
として、すでに確立されている APL、すなわち「平均波及長」（Average  
Propagation Length）の適用による「クラスター」の計測がとくに強く 
望まれる。 

→また、原表の「産業分類」に関わるより詳細な検討も必要となろう。 
 

・「浜松・東三河地域オプトロニクスクラスター」について： 
→本プロジェクトも、その対象地域が限定されてはいるものの、基本的に 
は、光技術をコアとした産業の集積に関わるものである限り、APL 
（すなわち「平均波及長」（Average Propagation Length）の適用による 
「クラスター」の計測に加えて、原表の「産業分類」と「地域区分」の 
検討が望まれる。 

 
２．〈交通・流通〉 
・「新名神高速道路」や「東海環状自動車道」などについて 
→当該プロジェクトは、そのいずれも交通基盤の整備に伴う地域経済への 
インパクトの計測を必要不可欠とすることから、事業効果と整備効果の 
明確な峻別を試みるとともに、その影響の及ぶ範囲の確定とその内容の 
精査が望まれる。その意味でも、「地域区分」の再考に加えて、「地域間 
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交易係数」のより詳細な吟味検証が、とくに強く望まれる。 
 

３．〈都市開発〉 
・「中部臨空都市」や「ささしまライブ 24」などについて 
→当該プロジェクトは、そのいずれも「都市開発」という極めて限定され 
たエリアを対象とした新たな拠点整備を意図したものである。とはいえ、 
前者については、次世代産業技術のグロ－バル・ゲートシティを志向し 
ていることから、とくに原表の「産業分類」の検討に伴う投入係数の変 
化への配慮が望まれる。 

→また、後者については、交通結節点の名古屋駅に近く、都心周辺内に残 
された貨物駅跡地を含む地区の整備と再開発計画であり、しかも複合型 
のまちづくりを志向していることから、「地域区分」の検討に伴う小地域 
を対象とした相互依存関係の計測が望まれる。 

 
４．〈観光・交流・文化・教育〉 
・「国営木曽三川公園」などについて 
→本プロジェクトは、岐阜県、愛知県、三重県の３県にまたがり、しかも 
それぞれ特徴のある整備と運営を行うことにより、河川環境への関心を 
高め、河川流域の活性化を図ることを意図したものである。したがって、 
とくに原表の「地域区分」のより詳細な検討に加えて、人的流動の変化 
に伴う「地域間交易係数」の再検討が必要不可欠となる。 

 
５．〈治水・利水〉 
・「木曽川水系連絡導水路事業」や「豊川用水二期事業」などについて 
→当該プロジェクトは、そのいずれも「水資源の有効利用」を対象とした 
治水、利水、環境に関わる導水路や用水施設の整備充実を図るプロジェ 
クトである。 

→したがって、その影響や効果の測定に当たっては、なによりもまず、ア 
クティビティ・ベースで作成されている原表の「産業分類」について、 
利水機能に限ってみても、「農業用水」や「工業用水」、さらにまた「生 
活用水」ごとに分離して明示的に組み入れる拡充と強化が望まれる。 

→一方、原表の「地域間交易係数」の推計に関しては、いわゆる「仮想水」

（Virtual water）の計測といった経済財の移出入に伴う水資源の節約効果

の計測も可能となる。 
 
なお、上記の中部圏に関わる各種のプロジェクトに加えて、さらに検討を要

する幾つかの重要な「政策課題」が指摘される。その例示として、中部運輸局

と北陸信越運輸局が、中部北陸 9 県の自治体や観光関係団体、さらに観光事業

者などと協働して立ち上げた《昇龍道プロジェクト》をはじめ、中部地方整備

局が中心となって立ち上げた《名古屋大都市圏のリノベーション・プログラム》、

さらにまた、2027 年の開業を目指してプロジェクトが進められている《リニア

中央新幹線の開業効果》など、数多くの「政策課題」が中部圏地域には山積し
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ている。 
また、上記の比較的ポジティブなプロジェクトの遂行に関わる「政策課題」

とは明確に異なり、極めて冷静かつ迅速に検討を要すべき比較的ネガティブな

「政策課題」も指摘される。その例示として、2011 年 3 月 11 日に発生した東

日本大震災によって生じた地震や津波による経済的な被害の計測をはじめ、そ

の復旧や復興に伴う経済効果の計測などが指摘される。また、これに付随して

生じた原子力発電事故の影響を含む、電力の供給制約やエネルギー問題への対

応なども付加される。さらにまた、その直接的な影響としてのサプライチェー

ンに代表される生産連鎖の途絶による影響の計測なども、とりわけ自動車産業

の比較優位性が認められる中部圏地域にあっては、極めて重要な「政策課題」

として指摘される。 
今後、国の復興基本方針をふまえて、全国的な視点で防災対策、特に地震・

災害への対策と見直しが進められていくことと考えられる。制度的な社会資本

整備の波及効果について、地域間産業連関分析によりその定量的基礎を明らか

にしていくことが求められる。 
 
Ⅲ－３．中部圏における広域的プロジェクトの実証と提案 

（１）中部圏の観光関連産業クラスターの特徴 
Dietzenbacher, Romero and Bosma (2005)、猪俣(2009)では、サプライチェ

ーンを構成する産業間の「経済的」距離の近接性を示す指標として平均波及長

を用いている。われわれは、この平均波及長のモデルを「中部圏地域間産業連

関表（2005 年版）」に適用し、平均波及長の行列 V を計算し、一定の閾値の下

でこの行列 V を整数化した S 行列を作成した(Dietzenbacher, Romero and 
Bosma, 2005)。この S 行列に基づいて、中部圏の観光関連産業の連結化

(connectivity)を図式化し、視覚化するとともに、この図式に表現されている観

光関連産業の連結化の特徴について考察し、中部圏の観光関連産業の抱えてい

る課題と、政策志向に基づく展開の可能性について言及する。 
ここでは、中部圏の観光関連産業クラスター（地方圏の滞在型観光）を表現

している長野県と、中部地域の典型的な観光関連産業クラスター（都市型観光）

を表現している愛知県について検討してみる。 
「観光関連産業」とは、観光に関連する産業部門の総称をいう。具体的には、

旅行業（旅行代理店など ）、宿泊業（観光ホテルなど）、飲食業、運輸業（航空

会社、バス会社など）、製造業（名産品 、お土産製造など）など極めて多岐に

わたるため、日本標準産業分類では業種として分類されていない。 
本研究では、「観光関連産業」としては、飲食業、宿泊業などが含まれる「対

個人サービス」、レンタカーなどの物品賃貸業、駐車場サービスなどが含まれ

る「対事業所サービス」、飲食店、宿泊業の仕入れおよび土産物の生産に関わ

る「農林水産業」(飲食店・宿泊業の原材料仕入れ)、「飲食料品」(飲食店・宿

泊業の原材料仕入れ)、「繊維製品」(洋服、T シャツなどの土産品)、「パルプ・

紙・木製品」(玩具などの土産品)、「窯業・土石製品」(茶碗など土産品)、「電

気機械」(パソコンなど)、「精密機械」(デジタルカメラなど)、「その他の製造

工業品」(その他の土産物)などの製造業、「商業」(土産品の購入)、「運輸」(航
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空機、新幹線などの交通機関、仕入れ品・土産物などの輸送)などが該当するも

のとした。 
観光関連産業の産業連関を叙述すると、つぎのようになる。 
①消費者が旅行代理店などを通じて、交通機関(飛行機、新幹線など)のチケッ

トを購入し、宿泊先のホテルを申し込む。 
②宿泊先のホテルでは人数分の部屋数を予約し、部屋のメンテナンス、食事

の材料などの購入を行う。 
③消費者は、現地に到着し、ホテルに宿泊する。レンタカーを借り、ガソリ

ンを給油し、周辺の観光地を周遊する。飲食店で食事をし、土産物店・百貨店

などで土産品を購入する。 
④ホテル、飲食店、土産物店・百貨店などからの発注を受け、農林水産業、

飲食料品製造業、他の土産物関連の製造業が生産を増加させる。 
 
以下に分析結果を示す。図Ⅲ－１、図Ⅲ－２では、地域産業の枠の色は、長

野県が黄色、愛知県がピンク、岐阜県が水色、その他全国が草緑色で、とくに、

各県の観光関連産業については薄茶色にしている。また、矢印の色については、

前方連関（販売）が青色の矢印、後方連関（購入）が赤色の矢印となっている。

矢印の区別は実線（ラウンド１）、点線（ラウンド２）である。 
 
1）長野県の観光関連産業クラスターの特徴 
図Ⅲ－１は、長野県の観光関連産業間の経済取引関係と経済的距離の近接性

を表現した図である。長野県の対個人サービス（飲食業、宿泊業などが含まれ

る）は、自部門消費を除くと、長野県の農林水産物、鉱業、飲食料品、繊維製

品、水道・廃棄物処理、商業、運輸、事務用品などから、財・サービスを購入

している。 
一方、長野県の対事業所サービス（レンタカーなどの物品賃貸業、駐車場サ

ービスなどが含まれる）は、自部門消費を除くと、長野県の商業、金融・保険

からサービスを購入し、長野県の情報・通信機器、電気機器、建設、電力・ガ

ス・熱供給業に対して財・サービスを販売している。長野県の商業（小売・卸

売業）は、長野県の繊維製品、石油・石炭製品、運輸、情報通信、対事業所サ

ービス、事務用品からサービスを購入し、長野県の情報・通信機器、対事業所

サービス、事務用品には財を販売している。長野県の運輸（交通機関、仕入れ

品・土産物などの輸送）は、自部門消費を除くと、長野県の鉱業、石油・石炭

製品、教育・研究、他の公共サービスから財・サービスを購入し、長野県の建

設、商業、対個人サービスから財を購入している。 
 

 
  



37 
 

図Ⅲ－1 長野県の観光関連産業 

 
 
 
2) 愛知県の観光関連産業クラスターの特徴 
図Ⅲ－2 は、愛知県の観光関連産業の経済取引関係と経済的距離の近接性を表

わしている。 
愛知県の対個人サービス（飲食業、宿泊業などが含まれる）は、愛知県の農

林水産業、飲食料品、水道・廃棄物処理、鉱業から財・サービスを購入してい

る。愛知県の対事業所サービス（レンタカーなどの物品賃貸業、駐車場サービ

スなどが含まれる）は、自部門消費を除くと、愛知県の一般機械、建設、電気・

ガス・熱供給、商業、金融・保険、教育・研究、輸送機械へはサービスを販売

し、愛知県の金融・保険、情報通信からサービスを購入している。愛知県の商

業（小売・卸売業）は、愛知県の運輸、対事業所サービス、事務用品などから

財・サービスを購入し、愛知県の輸送機械にサービスを販売している。愛知県

の運輸（交通機関、仕入れ品・土産物などの輸送）は、自部門消費を除くと、

愛知県の鉱業、石油・石炭製品、商業、精密機械、電気・ガス・熱供給へサー

ビスを販売し、愛知県の対事業所サービス、鉱業、石油・石炭製品から財・サ

ービスを購入している。 
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図Ⅲ－2 愛知県の観光関連産業 

 
 
長野県と愛知県の観光関連産業を比較してみると、つぎのように述べること

ができる。 
第１は、長野県と愛知県の観光関連産業における経済取引関係である。 

長野県の観光関連産業は、原材料などの購入に関しては、長野県内の関連産業

との間で経済取引が行われており、生産物の販売に関しては、長野県内の関連

産業およびその他全国の関連産業との間で経済取引が行われている 
第２には、それに対して、愛知県の観光関連産業は、原材料などの購入につ

いて、愛知県内の関連産業との間で経済取引が行われており、生産物の販売に

ついては、岐阜県・富山県の事務用品を除いて、愛知県内の関連産業およびそ

の他全国の関連産業との間で経済取引が行われている。 
 
3）「平均波及長」から見た滞在型観光と都市型観光の比較 
長野県の観光関連産業は、隣接する中部圏各県との間の経済取引関係はあま

り強くない。そこで、「中部圏地域間産業連関表(2005 年版)」の 10 地域 34 部

門表により長野県と愛知県を検討し、この両県を「滞在型観光」と「都市型観

光」の典型例として、その特徴を比較する。 
中部圏における滞在型観光の典型として、長野県の観光関連産業について「平

均波及長」を用いて分析した結果、以下の諸点が明らかになった。 
 
(1)長野県の観光関連産業は、富山県内での関連産業間の取引関係が中心で、

それ以外はその他全国との取引関係であること、 
(2)産業間の経済的距離の近接性に着目すると、産業間の直接波及が中心的で、

関連産業間の経済取引の迂回が限定的であること、 
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(3)クラスターの形状が単純であるということが特徴として明らかとなった。

クラスターの形状が単純である理由として、産業間の直接波及が中心的であ 
ること、および隣接する各県との経済的取引規模が小さく、S 行列に明示的に表

われなかったということが考えられる。 
それに対して、中部圏における都市型観光の典型として愛知県の観光関連産

業に着目して、「平均波及長」を用いて分析した結果、つぎの諸点が明らかと

なった。 
(1)愛知県の観光関連産業は、愛知県内の経済取引が中心的であるが、一部に

隣接する他県との間の経済取引があること、 
(2)産業間の経済的距離の近接性に着目すると、産業間の直接波及以外にも波

及が存在し、関連産業間の経済取引の迂回が比較的広範に見られること、 
(3)クラスターの形状がより複雑であるということが特徴として明らかとなっ

た。 
ここで、クラスターの形状がより複雑である理由として、対個人サービス、

対事業所サービス、商業、運輸など観光関連産業の主要部門が多くの関連産業

と連結していること、一部ではあるが、隣接する各県との間の経済取引が存在

することが考えられる。 
 
中部圏は、日本列島の中央部に位置し、その境界を明確にすることが難しい

が、東名・名神自動車道、東海道新幹線、中部国際空港などの交通インフラを

媒介として他地域に開かれた「開放性(Openness)」を有している。従って、交

通インフラの整備により、中部圏へのアクセス可能性が向上するにつれて、中

部圏への観光入込客数が増加すると考えられる（図Ⅲ－3 参照）。 
将来の中部圏の観光関連産業クラスターの政策的課題は、中部圏全体として

隣接する各県が訪日外国人観光客誘致の戦略を共有化し、連携して広報戦略・

誘客戦略を行うことであると考えられる。中部圏各県の連携を強化することに

より、政策経費の軽減とともに、政策効果の増大が可能となると考えられるの

である（図Ⅲ-4 参照）。 
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 図Ⅲ－3 中部圏の開放性と地理的連結性 

 
 

図Ⅲ－4 中部圏各県の連携によるシナジー効果 

 
 
4)まとめ 
「平均波及長」を適用した観光関連産業クラスターによる分析をまとめると、

つぎのようになる。 
第 1 に、本稿では、観光関連産業クラスターの分析に「平均波及長」(Average 

Propagation Length)を活用した。「平均波及長」は、観光関連産業クラスターの

比較分析に有効な枠組みであるといえる。 
第 2 に中部圏における滞在型観光と都市型観光の違いを明らかにしたことで

ある。 
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中部圏における滞在型観光の典型として、長野県の観光関連産業を「平均波

及長」を用いて分析した結果、つぎの諸点が明らかとなった。 
 
(1)長野県の観光関連産業は、長野県内での関連産業間の取引関係が中心であ

ること 
(2)産業間の経済的距離の近接性に着目すると、産業間の直接波及が中心的で

あること 
(3)クラスターの形状が単純である 
 
それに対して、中部圏における都市型観光の典型として愛知県の観光関連産

業に着目して、「平均波及長」を用いて分析した結果、つぎの諸点が明らかと

なった。 
 
(1)愛知県の観光関連産業は、愛知県内の経済取引が中心的であること、 
(2)産業間の経済的距離の近接性に着目すると、関連産業間の経済取引の迂回

が比較的広範に見られること、 
(3)クラスターの形状がより複雑である 
 
ここで、クラスターの形状がより複雑である理由として、対個人サービス、

対事業所サービス、商業、運輸など観光関連産業の主要部門が多くの関連産業

と連結していること、一部ではあるが、隣接する各県との間の経済取引が存在

することが考えられる。 
したがって、今後の調査研究の課題としては、2011 年の投入構造を予測する

か、あるいは産業分類を政策目的（例えば、観光産業振興）に応じて組み替え

るなど、産業連関表における事後的な(ex-post)情報を事前的な(ex-ante)情報に変

換することにより、既存の地域間表では観察できなかった地域間取引の連結化

を見出すことである。 
 
(２) 中部圏の自動車産業を抽出した場合の他産業への影響 

１) 中部圏の自動車産業を抽出した場合の減少率 

『中部圏地域間産業連関表(2005年版)』の 10地域 95部門表を用いて、仮説的

抽出法の基本モデルを用いて、中部圏の自動車産業を抽出しない場合の産業別

の総産出と、中部圏の自動車産業の中間財取引および最終需要部門の取引を抽

出した場合の産業別総産出を比較して、総産出の減少額を算出し、産業別の減

少率（減少率上位 10産業）をグラフ化し、中部圏の自動車産業を抽出した場合

の他産業の総産出減少率の比較を行うことにしよう。 

まず、中部圏全体、愛知県、静岡県、三重県での減少率の上位 10産業をグラ

フ化したのが、図Ⅲ―５である。 

 

図Ⅲ―５は、中部圏の自動車産業を抽出した場合の他産業への影響率を、総

産出の減少率で上位 10産業まで示している。 
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中部圏全体でみると、減少率の大きい産業としては、「非鉄金属精錬・精製」、

「研究」、「鋳鍛造品・その他の鉄鋼製品」、「銑鉄・粗鋼・鋼材」、「ゴム製品」、

「ガラス・ガラス製品」、「広告」、「非鉄金属加工製品」、「合成樹脂」、「産業用

電気機器」である。特に、「非鉄金属精錬・精製」の減少率は 43.6％、「研究」

の減少率は 29.7％と大きな影響を及ぼしているといえる。 

減少率の大きい産業の特性をみると、「鋳鍛造品・その他の鉄鋼製品」、「非鉄

金属」、「ガラス・ガラス製品」、「プラスチック製品」、「合成樹脂」など、自動

車、および自動車部品の素材系の製造業が減少率の上位に位置づけられている。 

さらに、自動車メーカーをはじめとする製造業の研究機関の集積が顕著であ

ることから、「研究」、自動車販売宣伝に関わる広告代理店など「広告」が含ま

れている。 
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図Ⅲ―５ 中部圏の自動車産業を抽出した場合の他産業の総産出減少率(地域別比較) 
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つぎに、自動車産業の集積が顕著である愛知県、静岡県、三重県における産

業別の減少率を比較してみよう。 

愛知県について減少率の大きい産業をみると、「その他の電気機器」、「研究」、

「ガラス・ガラス製品」、「非鉄金属加工製品」、「ゴム製品」などである。 

具体的には、電気計測器、電子応用装置などの「その他の電気機械」が 56.5％、

自動車の窓ガラスの「ガラス・ガラス製品」が 45.3％、などとなっている。さ

らに、製造業の研究所などが集積している関係で、「研究」は 49.1％という非常

に大きな減少率を示している。 

 

静岡県について減少率の大きい産業をみると、「非鉄金属精錬・精製」、「銑鉄・

粗鋼・鋼材」、「鋳鍛造品・その他の鉄鋼製品」、「研究」、「石油製品」などであ

る。 

具体的には、車体関連として「非鉄金属加工製品」が 45.2％、「銑鉄・粗鋼・

鋼材」が 39.8％、「鋳鍛造品・その他の鉄鋼製品」が 39.8％、などである。「研

究」は、製造業の研究所などが集積しているため、27.7％と大きな減少率を示

している。 

 

三重県について減少率の大きい産業をみると、「鋳鍛造品・その他鉄鋼製品」、

「銑鉄・粗鋼・鋼材」、「非鉄金属精錬・精製」、「研究」などである。 

三重県における減少率の大きい産業の特徴を要約すると、自動車車体、自動車

部品関連の製造業として、「鋳鍛造品・その他鉄鋼製品」が 35.5％、「銑鉄・粗

鋼・鋼材」が 32.4％、「非鉄金属精錬・精製」が 27.6％、などとなっている。

さらに、製造業の研究機関に関わる「研究」が 20.2％も比較的大きい減少率と

なっている。 

 

2)中部圏の自動車産業を抽出した場合の総産出減少額の比較 

『中部圏地域間産業連関表(2005年版)』の 10地域 95部門表において、仮説

的抽出法の基本モデルを用いて、中部圏の自動車産業を抽出しない場合の産業

別の総産出と、中部圏の自動車産業の中間財取引および最終需要部門の取引を

抽出した場合の産業別総産出を比較して、総産出の減少額を算出する。 

自動車産業未抽出の場合と自動車産業抽出後における中部圏全体と愛知県・

静岡県・三重県の主要な自動車関連産業の総産出の減少額を、減少額の大きい

順に上位 15産業に絞って、比較してみよう。 
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表Ⅲ－１ 中部圏の自動車産業を抽出した場合の地域別産業別総産出の減少額 

                             (単位：億円) 
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まず、中部圏の自動車産業を抽出した場合における、中部圏全体の産業別の

総産出の減少額が大きい順に、上位 15産業を示したのが、表Ⅲ－１である。 

中部圏全体で、産業別の総産出の減少額が最も大きいのは、「商業」である。

これは、完成品の自動車および自動車部品を販売する販売店、卸売業の総産出

に対する寄与が大きいことを示している。 

産業別の総産出の減少額の大きい産業は、「研究」、「プラスチック製品」、「銑

鉄・粗鋼・鋼材」、「その他の対事業所サービス」、「金融・保険」、「産業用電気

機器」、「電子部品」、「鋳鍛造品・その他の鉄鋼製品」、「非鉄金属加工製品」、「道

路輸送」、「自動車・機械修理」、「ゴム製品」、「その他の金属製品」、「広告」と

続いている。 

 

とくに、「研究」の総産出の減少額が 9610.94(億円)と大きいのは、自動車産

業、部品メーカー、素材系製造業の研究所などが集積していることがその理由

である。 

自動車部品に関わる関連産業に関しては、自動車関連素材として「銑鉄・粗

鋼・鋼材」が 5,310(億円)、軽量化や関連部品の電子化に伴い、「プラスチック

製品」が 5,686(億円)、「産業用電気機器」が 3,708(億円)などの総産出の減少

額が大きくなっている。 

 

さらに、ファイナンスやリース、自動車関連の対事業所サービスの関与によ

り、「金融・保険」が 3,939(億円)、「その他の対事業所サービス」が 4,499(億

円)と、総産出減少額が大きくなっていると考えられる。 

 

表Ⅲ－1では、中部圏の自動車産業を抽出した場合の中部圏、愛知県、静岡県、

三重県について産業別減少額の上位 15 位までの産業について比較してみよう。 

 

中部圏の自動車産業を抽出した場合における愛知県の他産業への影響につい

て、総産出の減少額でみると、最も減少額が大きいのは「研究」の 6,409(億円)

である。これは、愛知県には自動車、部品関連、素材系製造業の研究所などが

集積していることを反映している。 

自動車産業を抽出した場合の総産出減少額の大きい順に、「商業」、「銑鉄・粗

鋼・鋼材」、「その他の対事業所サービス」、「プラスチック製品」、「金融・保険」、

「電力」、「産業用電気機器」、「鋳鍛造品・その他鉄鋼製品」、「電子部品」、など

と続いている。 
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「商業」の減少額は 6,349(億円)であり、商業の減少額の大きさは完成品の自

動車、および自動車部品を販売する販売店、卸売業の総産出に対する寄与が大

きいことを反映していると考えられる。 

自動車部品に関わる関連産業に関しては、「銑鉄・粗鋼・鋼材」、「プラスチッ

ク製品」、「産業用電気機器」、「電子部品」などの産業で、総産出の減少額が大

きくなっている。 

 

愛知県の総産出減少額の上位 10産業をみると、中部圏全体の傾向とほぼ一致

している。 

 

中部圏の自動車産業を抽出した場合における静岡県の他産業への影響につい

て、総産出の減少額でみると、最も減少額が大きいのは「研究」の 1,855(億円)

である。これは、静岡県にも自動車メーカーを中心とする製造業の研究所など

が集積していることを反映している。 

自動車産業を抽出した場合の総産出減少額の大きい順に、「商業」、「金融・保

険」、「プラスチック製品」、「その他の対事業所サービス」、「道路輸送」、「非鉄

金属加工製品」、「鋳鍛造品・その他の鉄鋼製品」、「ゴム製品」、「非鉄金属精錬・

精製」、「自動車・機械修理」、「その他の金属製品」、などと続いている。 

「商業」の減少額は 1,648(億円)であり、「商業」に関しては、完成品の自動

車、および自動車部品を販売する販売店、卸売業の総産出に対する寄与が大き

いことを反映していると考えられる。さらに、ファイナンスやリース、自動車

関連の対事業所サービスの関与により、「金融・保険」、「その他の対事業所サー

ビス」の総産出減少額が大きくなっていると考えられる。また、レンタカー、

自動車修理業などその他のサービス業の寄与も大きく、それが「物品賃貸サー

ビス」、「自動車・機械修理」などの減少額の大きさとなって表れている。 

「道路輸送」に関しては、自動車完成品、自動車部品の輸送手段として、東

名・新東名高速道路などが活用されていることが、道路輸送の総産出減少額の

大きさに影響していると考えられる。 

 

中部圏の自動車産業を抽出した場合の三重県の他産業への影響について、総

産出の減少額でみると、最も影響が大きいのが「産業用電気機器」の 828(億円)

である。産業用電気機器の減少額が大きいのは、関連部品の電子化が影響して

いると考えられる。 

 

自動車産業を抽出した場合の総産出減少額の大きい順に、以下、「電子部品」、

「プラスチック製品」、「商業」、「非鉄金属加工製品」、「有機化学工業製品」、「石
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油製品」、「ゴム製品」、「鋳鍛造品・その他鉄鋼製品」、「金融・保険」、「電力」、

「その他の対事業所サービス」、「非鉄金属精錬・精製」、「道路輸送」、「合成樹

脂」と続いている。 

三重県の産業特性としては、素材系製造業の寄与が大きいことが挙げられる。

それに対して、サービス産業の寄与は相対的に小さい。 

 

自動車産業の集積が大きい愛知県、静岡県、三重県で、中部圏の自動車産業

を抽出した場合の減少額を比較すると、愛知県、静岡県、三重県の順序である。 

 

愛知県、静岡県、三重県の３県の地域特性を比較してみよう。 

 

第 1に、愛知県の総産出減少額における第 3 次産業の寄与する金額が大きい

ことがわかる。愛知県の上位 15産業の上位に、研究、商業、その他の対事業所

サービス、金融・保険などが位置づけられていることからも明らかである。 

第 2に、静岡県では、素材系の製造業、および研究、商業など第 3次産業の

減少額が大きいことがわかる。 

第 3に、三重県では、自動車部品に関わる素材系の製造業の減少額が大きい

ことがわかる。 

このような各県における地域特性の違いは、産業構造の違いに起因している

と考えられる。 

 

3)中部圏の自動車産業を抽出した場合における他産業の付加価値への影響 

 『中部圏地域間産業連関表(2005年版)』の 10地域 95部門表に基づいて、仮

説的抽出法を用いて、自動車産業未抽出の場合と自動車産業抽出後における中

部圏全体と愛知県・静岡県・三重県の主要な自動車関連産業の粗付加価値ベー

スでの減少額を算出する。 

 

 中部圏の自動車産業を抽出した場合における地域ごとの産業別の粗付加価値

ベースの減少額について上位 15産業を示したのが、図Ⅲ－６である。 

 

 中部圏全体で、産業別の粗付加価値減少額が最も大きいのが「商業」の 6,598 

(億円)である。 

  

 産業別の粗付加価値減少額が大きい産業として、「研究」、「その他の対事業所

サービス」、「金融・保険」、「プラスチック製品」、「電力」、「道路輸送」、「銑鉄・

粗鋼・鋼材」、「産業用電気機器」、「鋳鍛造品・その他の鉄鋼製品」、「物品賃貸
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サービス」、「その他の金属製品」、「ゴム製品」、「電子部品」、「自動車・機械修

理」と続いている。 

  

中部圏の自動車産業を抽出した場合における愛知県、静岡県、三重県の産業

の粗付加価値の減少額でみると、最も減少額の大きい産業は「商業」である。 

 

 愛知県の付加価値ベースでの減少額の大きい産業は、「研究」、「その他の対事

業所サービス」、「金融・保険」、「銑鉄・粗鋼・鋼材」、「プラスチック製品」、「道

路輸送」、「電力」、「その他の金属製品」、「産業用電気機器」、「物品賃貸サービ

ス」、「鋳鍛造品・その他の鉄鋼製品」、「自動車・機械修理」、「通信」、「電子部

品」と続いている。 

  

 静岡県の付加価値ベースでの減少額の大きい産業は、「研究」、「金融・保険」、

「その他の対事業所サービス」、「プラスチック製品」、「道路輸送」、「電力」、「ゴ

ム製品」、「鋳鍛造品・その他の鉄鋼製品」、「物品賃貸サービス」、「産業用電気

機器」、「非鉄金属加工製品」、「通信」、「自動車・機械修理」、「その他の金属製

品」と続いている。 

 

 三重県の付加価値ベースでの減少額の大きい産業は、「産業用電気機器」、「金

融・保険」、「その他の対事業所サービス」、「プラスチック製品」、「電子部品」、

「道路輸送」、「石油製品」、「非鉄金属加工製品」、「ゴム製品」、「鋳鍛造品・そ

の他の鉄鋼製品」、「電力」、「有機化学工業製品」、「ガラス・ガラス製品」、「研

究」と続いている。 

 

 中部圏の自動車産業を抽出した場合の産業別の付加価値ベースでの減少額を、

愛知県、静岡県、三重県で比較すると、愛知県、静岡県、三重県の順番である。 
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図Ⅲ－６ 中部圏の自動車産業を抽出した場合の他産業の付加価値減少額 
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4)愛知県の自動車産業を抽出した場合における中部圏の地域産業への影響 

前項では、『中部圏地域間産業連関表(2005年版)』の 10地域 95部門表につ

いて、仮説的抽出法を用いて中部広域 9県の自動車産業を行側・列側ともに

抽出した場合に、中部圏の地域産業構造に及ぼす影響について、インパクト

分析を行った。本項では、中部圏における自動車産業の代表的ケースとして、

愛知県の自動車産業を抽出した場合における中部圏の他地域産業へのインパ

クトを分析する。方法としては、前章と同様に、『中部圏地域間産業連関表

(2005年版)』の 10地域 95部門表について、仮説的抽出法を用いて、愛知県

の自動車産業を行側・列側ともに抽出した場合における中部圏の地域産業に

対するインパクトを影響率で見てみよう。 

図Ⅲ－7は、愛知県の自動車産業を抽出した場合における中部圏全体、岐阜

県、静岡県、三重県への総産出の減少率(％)を示したものである。 
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図Ⅲ－7 愛知県の自動車産業を抽出した場合における地域産業への総産出減少率(％) 

 
 

 

愛知県の自動車産業を「仮説的抽出法」により抽出した場合の愛知県の地域

産業への総産出減少率について、減少率の大きい主要産業について見てみると、

電気計測器、電子応用装置などの「その他の電気機械」は 54.8％、製造業の研
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究所などの「研究」は 48.6％、自動車車体、自動車部品の素材系では、「ガラス・

ガラス製品」の 44.2％、「非鉄金属加工製品」の 29.4％、「ゴム製品」の 25.6％

などが上位を占めている。 

 

つぎに、愛知県の自動車産業を「仮説的抽出法」により抽出した場合の中部

圏全体の産業への総産出減少率について、見てみると、減少率の順位や産業の

内容に若干の異同はあるものの、概ね愛知県の地域産業の減少率の傾向と一致

している。とくに、減少率が顕著なのは、「自動車」の 71.2％である。 

 

以下では、愛知県の自動車産業を「仮説的抽出法」により抽出した場合の岐

阜県、静岡県、三重県の地域産業の総産出減少率について、県ごとの地域産業

への影響の特徴を比較してみよう。 

 

愛知県の自動車産業を「仮説的抽出法」により抽出した場合の岐阜県の地域

産業の総産出減少率の大きい順に見てみると、 ガソリン、灯油などの「石油

製品」が 52.3％と最も大きく、次いで自動車部品の「自動車」の 51.4％、自動

車車体素材などの原材料である「非鉄金属精錬・精製」の 29.2％、「銑鉄・粗鋼・

鋼材」の 21.5％などと続いている。地域産業への減少率に現れる地域特性とし

ては、自動車産業、および自動車車体、部品などの素材系製造業への減少率が

大きい傾向にある。 

 

愛知県の自動車産業を「仮説的抽出法」により抽出した場合の静岡県の地域

産業の総産出減少率の大きい産業を見てみると、自動車車体素材の原材料生産

部門である「非鉄金属精錬・精製」が 18.2％、自動車組立および自動車部品を

含む「自動車」が 13.0％である。地域産業への減少率に現れる地域特性として

は、素材系製造業、および自動車産業への減少率が大きいといえる。 

 

愛知県の自動車産業を仮説的抽出法により抽出した場合の三重県の地域産業

の総産出減少率の大きい産業を見てみると、自動車組立、自動車部品を含む「自

動車」の 19.6％、自動車車体素材の原材料生産部門である「非鉄金属精錬・精

製」の 13.8％、タイヤなどの「ゴム製品」の 13.5％などである。地域産業への

減少率に現れる地域特性としては、自動車産業、自動車車体、部品などの素材

系製造業への減少率が大きいといえる。 
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5)静岡県の自動車産業を抽出した場合における中部圏の地域産業への影響 

 『中部圏地域間産業連関表(2005年版)』の 10地域 95部門表に基づき、「仮説

的抽出法」を用いて、静岡県の自動車産業の中間財取引および最終需要部門の

取引を抽出した場合の産業別総産出の減少率。上位 10 産業に絞って比較した。 

 

図Ⅲ－8 静岡県の自動車産業を抽出した場合の地域産業の総産出減少率(％) 
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静岡県の自動車産業を「仮説的抽出法」により抽出した場合の静岡県の地域

産業への総産出減少率について、減少率の大きい主要産業について見てみると、

自動車車体、自動車部品の素材系では、「鋳鍛造品・その他の鉄鋼製品」38.3％、

「製鉄・鉄鋼・鋼材」35.7％、「非鉄金属精錬・精製」29.1％などが上位を占め

ている。 

 

つぎに、静岡県の自動車産業を「仮説的抽出法」により抽出した場合の中部

圏全体の産業への総産出減少率について見てみると、非鉄金属精錬・精製が

29.9％、自動車が 22.3％、などとなっている。 

 

以下では、静岡県の自動車産業を「仮説的抽出法」により抽出した場合の岐

阜県、愛知県、三重県の地域産業の総産出減少率について、県ごとの地域産業

への影響の特徴を比較してみよう。 

 

静岡県の自動車産業を「仮説的抽出法」により抽出した場合の岐阜県の地域

産業の総産出減少率の大きい順に主要産業について見てみると、 ガソリン、

灯油などの「石油製品」が 10.7％と最も大きく、次いで自動車部品の「自動車」

の 9.3％、などと続いている。地域産業への減少率に現れる地域特性としては、

自動車産業、および自動車車体、部品などの素材系製造業への減少率が大きい

傾向にある。 

 

静岡県の自動車産業を「仮説的抽出法」により抽出した場合の愛知県の地域

産業の総産出減少率の大きい主要産業を見てみると、自動車車体素材の原材料

生産部門である「自動車」が 5.3％、電気計測器、電子応用装置（コントロール・

ユニットなど）の「制御系」の機械部品である「その他の電気機器」が 4.0％で

ある。地域産業への減少率に現れる地域特性としては、素材系製造業、および

自動車産業への減少率が大きいといえる。 

 

静岡県の自動車産業を仮説的抽出法により抽出した場合の三重県の地域産業

の総産出減少率の大きい主要産業を見てみると、自動車組立、自動車部品を含

む原材料生産部門である「非鉄金属精錬・精製」の 3.8％、自動車車体素材であ

る「合成樹脂」の 2.3％などである。地域産業への減少率に現れる地域特性とし

ては、自動車産業、自動車車体、部品などの素材系製造業への減少率が大きい

といえる。 
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図Ⅲ－5から、中部圏全体の自動車関連産業に占める愛知県のシェアの圧倒的

な大きさがわかる。さらに、自動車部品に占める電気計測器、電子応用装置（コ

ントロール・ユニットなど）の「制御系」の機械部品の占める重要性が、自動

車部品の電子化に伴ってきわめて大きくなってきているという点が指摘できる。

さらに、中部圏の「研究」の減少率に対して、愛知県の「研究」の減少率が約

50％のシェアを占めていることから、中部圏における愛知県の産業としての「研

究」の重要性の大きさがわかる。 

また図Ⅲ－6から、中部圏の自動車産業にとって愛知県の自動車産業がきわめ

て大きな影響力を持っていることがわかる。 

 

6）まとめ 

以上、「仮説的抽出法」による分析を行うことによって、基幹産業の重要性を

浮かび上がらせることができた。すなわち、中部圏各県における自動車産業の

重要性は、当該産業の経済取引を抽出した場合の総産出減少額の規模に現れて

いる。 

中部圏の各産業の域内生産額と減少率の組み合わせから、つぎの諸点が指摘

できる。 

 

第 1に、減少率が高い産業には、非鉄金属、鉄鋼製品、プラスチック製品、

ゴム製品など、自動車車体、タイヤ、内装品などの素材となる素材系の製造業、

製造業の研究所などに該当する研究を挙げることができる。 

第 2に、域内生産額が大きい産業として、商業、金融・保険などサービス産

業を挙げることができる。これは、中部圏における都市部におけるサービス業

の集積が寄与しているものと考えられる。 

第 3に、域内生産額と減少率の積として得られる総産出減少額の大きい産業

として、商業、研究などのサービス業、および鉄鋼製品、プラスチック製品な

どの素材系製造業が該当する。サービス業については、域内生産額が比較的大

きく減少率の小さい商業、逆に減少率が比較的高く、域内生産額が比較的小さ

い研究などが減少額の大きい産業として位置づけられる。製造業については、

域内生産額、減少率ともに比較的高い素材系製造業が該当すると考えられる。 

 

中部圏全体の平均と比較した愛知県、静岡県、三重県について、産業別の域

内生産額と減少率の組み合わせから、以下の点を読み取ることができる。 

 

愛知県、静岡県に関しては、中部圏全体の平均減少率と比較して減少率が高
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い産業としては、素材系製造業、サービス産業などが該当することが読み取る

ことができる。 

三重県に関しては、中部圏全体の平均減少率と比較して減少率が高い産業と

しては、素材系製造業が該当することが読み取ることができる。 

 

愛知県の自動車産業を抽出した場合における岐阜県、静岡県、三重県の地域

産業の総産出減少率の傾向を比較すると、愛知県と岐阜県の自動車産業の結び

つきがきわめて強いこと、および愛知県の自動車産業を抽出した場合のインパ

クトは、自動車産業、および自動車車体および部品に関わる素材系製造業に顕

著に表われるということが言える。 

 

中部地域は、日本列島の中央部に位置し、その境界を明確にすることが難し

いが、東名・名神自動車道、東海道新幹線、中部国際空港などの交通インフラ

を媒介として他地域に開かれた「開放性(Openness)」を有していると同時に、

地域内には、都市圏と農山村地域、さまざまな自然・歴史遺産が存在する「多

様性(Diversity)」を有する。 

 

われわれの分析を敷衍すれば、中部圏を構成する各県の自動車産業は、地域

ごとに異なる産業集積の程度、すなわち関連部品産業、素材系製造業の配置の

違いにより、きわめて多様な産業連関を構成している。同時に、それぞれの県

が高速道路、新幹線、空港などさまざまな交通インフラを通じて他地域と連結

し、開放性を有している。それ故、各県の地域産業政策は、各地域の産業特性

を反映したものでなければならない。同時に、他地域への高度な開放性を有す

る地域である中部圏を構成しているという大きな共通点を有する。従って、中

部圏の地域産業政策は、各県の多様な産業特性を生かしつつ、産業振興や地域

整備、観光といった政策課題を共有する部分については、相互に協力して政策

形成を行う必要があると考えられるのである。 
 
（３）東日本大震災の経済被害のインパクト分析 
東日本大震災の中部圏への影響を分析するための方法として、基本的には地

域間産業連関分析の枠組みを援用することができる。2011 年 3 月に、当財団が

作成した『中部圏地域間産業連関表（2005 年版）』では、中部広域 9 県およびそ

の他全国の 10 地域が対象地域として設定している。  
東日本大震災の分析にあたっては、中部広域 9 県、およびその他全国という

10 地域のうち、その他全国について、経済産業省『2005 年地域間産業連関表』

の中部地域以外の 8 地域の取引表を接合し、交易係数を一部再推計したうえで、
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17 地域間産業連関表として再構成し他の地域に対する間接被害について検証し

た。本分析事例は、環太平洋産業連関分析学会（PAPAIOS）和文誌『産業連関』

第 19 巻第 3 号に掲載された、野崎・井原・ティティポンタラグン（2011）にお

ける記述を引用している。 
 
東日本大震災による滅失所得の推計 

１）地震および津波による被害規模の大きかった岩手、宮城、福島、茨城

の４県を被災県としたうえで、以下の方法で被災市町村の被災地域滅失

所得を推計する。推計にあたり、単純化のため、震災の被害はすべて東

北地方で発生したものと仮定し、茨城県の被害額を東北地域に繰り入れ

て計算を行う。 
①経済センサス(都道府県別小分類)で、被災市町村別・業種別の従業者数， 
対県従業者比率を推計する。被災市町村の選択について、「特定被災地

方公共団体」のうち、新聞公表の情報などを参考に、地震、津波の被害

を被った市町村を選択した。 
②県民経済計算の県別・産業別総生産に、対県従業者比率を乗じて，業

種別の減失所得を算出する。 
２）東北における直接的な経済損失が各地域にどのような影響をもたらす

か、「拡張中部圏地域間表」を用いて、暫定的な速報値として、間接被

害の推計を行うものである。ここで、各県の被災市町村は、被災地域に

指定されている市町村を特定し、当該地域の生産活動が 1 年間停止した

ものと想定している 1）。 
震災による生産の被害率をd（0<ｄ<1）とする。dとして，被災各県市町村別・

業種別の対県従業者比率の平均値を代用する 2）。 
 

  

                                       
1 ）被災地域の選択と被害想定については、抽出した市町村全ての事業所の生産が止まったこと

になっており、更にそれらの事業所が１年間止まったとことになる。実質的には１週間から数ヶ

月で多くの事業所が生産活動を再開しており、相当な過大評価となっている。 
2 ）各県別に部門別生産額に県別の被害率をかけてから、東北地域に部門別集計をしているので、

生産額に対する被害生産額の比率を東北の部門別被害率としている。 
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モデル 3) 
地震によりある特定地域に発生した生産被害の分析に関して、われわれの分

析では、震災による生産の被害比率を d と表すと、1＞d＞0(発生前は d=0、完

全被害は d=1)となる。 
 
「前方連関効果」の定義は、ある産業の生産活動の変動がその産業の生産物

を中間財として利用している産業に影響することである。他方，「後方連関効

果」の定義は、ある産業の製品需要の変動がその産業に中間財を供給している

別の産業の生産活動に影響を及ぼすことである。 
本稿では、これら 2 つの効果について，2 つのモデルにより分析することにし

よう． 
前方連関効果に関しては，付加価値ベースの被害額がどのように地域間に波

及するのかを，Ghoshの逆行列を利用して分析したものである 4)．震災の被害

を分析する際に、東北地方の生産被害を外生化することにより,他地域への前方

連関効果の分析を行うことにする。 
東北地方の被害額を外生化しているので，他地域から東北地方へのはね返り

効果は考慮されないという意味で，限定的なモデルである．他地域から東北地

方への Ghosh 逆行列を通じた波及効果が過大になる可能性があるので，本モデ

ルを用いた。 
𝑿𝟏は東北地域の産出列ベクトル,𝑿𝟐は東北以外の地域の産出列ベクトルであ

る．𝑮𝒊𝒓
′
を地域 i から地域ｊへ販売された中間財の産出係数の転置行列, 𝑽𝟏は東北

地域の粗付加価値列ベクトル, 𝑽𝟐は東北地域以外の地域の粗付加価値列ベクト

ルとする。 

                                       
3 )なお，第 22 回環太平洋産業連関分析学会では，本稿のモデルとは異なる次の 2 つのモデルに

より経済被害の計測を行った．以下の 2 つのモデルでは,前方連関効果と後方連関効果の計測方

法に違いがある。 
＜モデル１＞では，以下のプロセスにより経済被害の計測を行った． 

前方連関効果は，付加価値ベースの被害額がどのように地域間に波及するのかを求めた．後

方連関効果は,付加価値ベースの被害額を生産額ベース被害額に変換し,中間投入を経由して求

めた． 
＜モデル２＞では，以下のプロセスにより経済被害の計測を行った． 

前方連関効果の実現可能性を考え,波及効果の第 1 段階で近似した。後方連関効果は，中間投

入減少額を経由して求めた．さらに，前方連関効果と後方連関効果を合成して総合効果も求めた． 
本章のモデルでは,討論者からのコメントをふまえ,間接被害の地域間波及効果を検討し直し,

本文中で紹介したモデルへ改訂を行った． 
4 )Ghosh モデルに関して，Dietzenbacher(1997)を参照． 
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ここで,今回の東日本大震災における経済被害を分析するにあたり,東北地域

の産出額を外生化することにより,東北地域の経済被害と、東北以外の地域の経

済被害を Ghosh モデルの中で扱うことができる。 
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後方連関効果は，生産額ベースの被害額がどのように地域間に波及するのか

を，Leontief の逆行列を利用して分析したものである。震災の被害を分析する

際に,東北地方の生産被害を外生化することにより,他地域への後方連関効果の

分析を行う．東北地方の被害額を外生化しているので，他地域から東北地方へ

のはね返り効果は考慮されないという意味で，限定的なモデルである．他地域

から東北地方への Leontief 逆行列を通じた波及効果が過大になる可能性がある

ので，本モデルを用いた。 
𝑿𝟏は東北地域の産出列ベクトル,𝑿𝟐は東北以外の地域の産出列ベクトルであ

る．𝑨𝒊𝒓を地域 i から地域ｊへ購入された中間財の投入係数行列, 𝑭𝟏は東北地域の

最終需要列ベクトル, 𝑭𝟐は東北地域以外の地域の最終需要列ベクトルとする。 
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𝑿𝟏＝𝑨𝟏𝟏𝑿𝟏 + 𝑨𝟏𝟐𝑿𝟐 + 𝑭𝟏 
𝑿𝟐＝𝑨𝟐𝟏𝑿𝟏 + 𝑨𝟐𝟐𝑿𝟐 + 𝑭𝟐 

 
ここで,今回の東日本大震災における経済被害を分析するにあたり,東北地域

の産出額を外生化することにより,東北地域の経済被害と、東北以外の地域の経
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済被害を Leontief モデルの中で扱うことができる。 

𝑿𝟐＝�𝑰 − 𝑨𝟐𝟐�
−𝟏
�𝑨𝟐𝟏𝑿𝟏 + 𝑭𝟐�                        (3-5) 

∆𝑿𝟏→∆𝑿𝟐 

∆𝑿𝟐＝�𝑰 − 𝑨𝟐𝟐�
−𝟏
𝑨𝟐𝟏∆𝑿𝟏                            (3-6) 

 
（４）大都市圏戦略としてのリニア中央新幹線整備 
リニア中央新幹線は、東京・名古屋・大阪間の移動時間を大幅に短縮し、各

圏域相互の交流・連携を一層強化し、わが国の経済・社会を支える 21 世紀の新

たな動脈としての役割が期待されている。 
世界的にも関心が高い環境保全の面から、超電導磁気浮上式リニアモーター

カーは航空機など他の超高速大量輸送機関と比較しエネルギー消費は少なく、

環境親和的な交通機関であると考えられる。 
わが国の経済社会を支える東海道新幹線は、構築物の老朽化対策、大規模地

震発生時のリスク分散という課題を抱えている。これらの課題をふまえて、東

海道新幹線の新たなバイパスとしての機能を、リニア中央新幹線は有している

といえる。 
奥田(2011,2012)は、リニア中央新幹線の開通が地域経済に与える影響につい

て定量的に分析したうえで、大都市圏戦略としてのリニア中央新幹線整備の意

義と、その開業に向けた課題について整理している。 
従来の先行研究としては、(1)地域計量モデル、(2)応用一般均衡モデル、(3)

新経済地理モデルを挙げることができる。 
従来、都市間交通投資が地域経済に与える影響を分析するための地域計量モ

デルの開発が行われてきた。福地・安井・村松・竹中・山川(1966)は、経済企画

庁経済研究所が総合計画局・総合開発局と共同して、地域問題分析用の全国 9
地域計量モデルの作成を行ったものである。 

1990 年代には、一般均衡理論との整合性をより重視した応用一般均衡モデル

を用いたプロジェクト評価では便益計測に重点が置かれ、交通プロジェクトの

費用便益分析に活用されてきた。宮城・本部(1996)では、「応用一般均衡分析

(Applied General Equilibrium Analysis)」を用いて、地域間交易モデルを構築

した。小池・上田・宮下(2000)は、旅客トリップを明示した空間的応用一般均衡

モデル(Spatial Computable General Equilibrium Model)の構築を試み、新幹線

整備などの旅客トリップにおける交通整備評価を行っている。他方、2000 年代

に入ると、独占的競争理論に輸送費用を考慮した新経済地理モデル (New 
Economic Geography)が交通プロジェクト評価に利用されるようになってきた。
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特に、Bröcker(2002)らが新経済地理モデルを参考にした CGEurope model を

構築し、EU の交通ネットワーク政策の評価を行い、TEN－T(Trans European 
Network-Transport)に対して定量的分析に基づいた提言を行っている。 

奥田(2012)における新経済地理モデルによる計量分析の含意をまとめると以

下のようになる。 
新経済地理モデルを用いた計量分析の結果、リニア中央新幹線が東京～名古

屋間で開通した場合、中部地方では、自動車産業をはじめとする加工組立型産

業やこれに素材を供給する基礎素材型産業の生産が増加する可能性が高いこと、

他方、関東地方では、サービス関連産業の生産が増加する可能性が高いことな

どが明らかとなった。また、リニア中央新幹線が東京～大阪間で開通した場合、

中部地方では加工組立型産業で、近畿地方では基礎素材型産業や生活関連型産

業で、それぞれ生産が増加する可能性が高いこと、また関東地方ではサービス

関連産業の生産が増加する可能性が高いことなどが明らかになった (奥
田,2012,86 頁)。 
 
以上、本章では、中部圏におけるプロジェクトの概要について説明し、各々

のプロジェクトに表現される中部圏の地域特性に照らした分析方法の提示を行

い、具体的な地域特性の分析事例として、「平均波及長」を用いた中部圏にお

ける観光関連産業クラスターの分析、「仮説的抽出法」による中部圏の自動車

産業を抽出した場合における影響の分析、さらに大都市圏戦略としてのリニア

中央新幹線整備について論究した。 
 
Ⅳ．地域間産業連関表の活用方策：今後の課題 

Ⅳ－１．中部圏・国際地域間産業連関表の作成方法の検討 

Ⅳ－２．中部圏・全国地域間産業連関表の作成と活用 

Ⅳ－３．地域間産業連関表を活用した様々なモデルの検討 
 

本章では、地域間産業連関表の活用方策を提示しつつ、今後に残された課題

について言及する。 

 
Ⅳ－１．中部圏・国際地域間産業連関表の作成方法 
ここでは、石川良文(2008)で提示された九州・東アジア国際地域間産業連関表

の作成方法を参考にした上で、「中部圏地域間産業連関表(2005 年版)」と「2005
年アジア国際産業連関表（JETRO・アジア経済研究所）」を接続するための方

法を検討することにしよう。 
日本を地域分割した上で、アジア諸国との生産技術の連関構造、交易構造が
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分析可能なアジア国際日本地域間産業連関表の作成手法を検討してみよう。 
その際、日本、特に中部圏と密接な交易関係を築いている韓国、中国、米国

を主な分析対象国としたうえで、それ以外のアジア諸国との産業間連関構造も

把握可能な「東アジア・中部圏国際地域間産業連関表」の作成方法の検討を行

うことにする。 
 
1．東アジア・中部圏国際地域間産業連関表の作成に利用可能な統計情報 
（１）利用可能な産業連関表 
『アジア国際産業連関表』(IDE-JETRO、1975 年表－2000 年表、2005 年表(2005

年表は 2013 年 3 月公表予定) 
対象国：インドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、中国、

台湾、韓国、日本、アメリカ、韓国、フィリピンなどとの 2 国間表(1990
年表まで) 

『日米国際産業連関表』(経済産業省、1990 年表－2000 年表) 
『日欧(英・仏・独)二国間産業連関表』(経済産業省、1990 年表まで) 
『日・米・EU・アジア多国間産業連関表』(経済産業省、1990 年表のみ) 
『地域間産業連関表』(経済産業省，1960 年表－1995 年表,2000 年(試算表),2005

年表) 
『地域産業連関表』(経済産業省) 
『全国 10 地域間産業連関表』(電力中央研究所、1990 年表、1995 年表) 
『全国都道府県間産業連関表』(宮城・石川他(2003)、2000 年表) 
『全国 47 都道府県多地域産業連関表』(電力中央研究所、2000 年表) 
 
（２）利用可能な交易データ 
貿易統計(財務省)、物流動向調査(財務省)、全国輸出入コンテナ貨物流動調査(国
土交通省)、国際航空貨物動態調査(国土交通省)、港湾統計(国土交通省) 
 
2．東アジア・中部圏地域間産業連関表の作成 
（１）作成の基本方針とデータ 
・対象国・地域：中部圏地域、その他日本、韓国、中国、米国、その他アジア 
・対象年次：2005 年 
・産業部門数：53 部門 
『中部地域産業連関表』(地域内表)(経済産業省中部経済産業局) 
『中部圏地域間産業連関表(2005 年版)』(公益財団法人中部圏社会経済研究所) 
なお、中部圏地域間産業連関表については、95 部門で作成しているので、産業

部門数を経済産業省が作成している『全国地域間産業連関表』、各地域ブロック
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表の 53 部門に合わせて集約する。 
 

図Ⅳ－１ 東アジア・中部圏国際地域間産業連関表の模式図 

 
 
（２）日本の地域分割における国間地域間取引 
 日本を中部圏とその他全国の 2 地域に分割する際、まず中部圏の各産業が必

要とする投入のうち、自地域からの自給分を推定する。自給分の推定にあたっ

て、中部圏地域間産業連関表において移輸入部門が輸入と移入に分割されてい

るため、式(1)によって算出が可能である。また、中部圏におけるその他全国か

らの移入については式(2)によって算出される。 

𝑥𝑖𝑗
𝑐ℎ𝑢,𝑐ℎ𝑢 = 𝑥𝑖𝑗𝑐ℎ𝑢 �1 − 𝑚𝑖

𝑐ℎ𝑢+𝑛𝑖
𝑐ℎ𝑢

∑ 𝑥𝑖𝑖
𝑐ℎ𝑢+𝑖 ∑ 𝑓𝑖𝑖

𝑐ℎ𝑢
𝑖

�                            (4-1-1) 

𝑥𝑖𝑗
𝑅𝑅𝑅,𝑐ℎ𝑢 = 𝑥𝑖𝑗𝑐ℎ𝑢

𝑛𝑖
𝑐ℎ𝑢

∑ 𝑥𝑖𝑖
𝑐ℎ𝑢+𝑖 ∑ 𝑓𝑖𝑖

𝑐ℎ𝑢
𝑖

                                  (4-1-2) 

𝑥𝑖𝑗
𝑐ℎ𝑢,𝑐ℎ𝑢:中部圏ｊ部門における中部圏 i 部門からの投入額 

𝑥𝑖𝑗
𝑅𝑅𝑅,𝑐ℎ𝑢:中部圏 j 部門におけるその他日本 i 部門からの投入額 

𝑚𝑖
𝑐ℎ𝑢:中部圏における i 部門の輸入額 

𝑀𝑖𝑐ℎ𝑢:中部圏における i 部門の移入額 
𝑓𝑖𝑖𝑐ℎ𝑢:中部圏 k 最終需要部門における i 部門需要額 
𝑥𝑖𝑗𝑐ℎ𝑢:中部圏 j 部門における i 部門投入額 
 
国外との貿易については、地域間産業連関表の地域間取引の概念に整合する

ような工夫が必要である。すなわち、中部圏における国別輸入は、例えば貿易

統計を用いてある程度把握することができる。しかし、財務省の貿易統計は税
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関別の輸出入データは把握可能であるが、これはあくまでその税関で通関され

て輸出入されたモノであり、例えば中部圏の税関で輸出されたものが中部圏で

生産されたものであるとは限らない。 
 この点について、移輸入は、「他地域の生産物が自地域に搬入され消費された

もの」(移輸出はその反対)であり、流通過程での地域間の通貨取引を排除したも

のでなければならない。 
 中部圏地域における r 国からの投入は、式(3)により、中部圏産業連関表から

算定される輸入品による品目別投入額を、生産地と消費地間の地域間取引係数 t
を用いて算出する。 

𝑥𝑖𝑗
𝑟,𝑐ℎ𝑢 = 𝑥𝑖𝑗𝑐ℎ𝑢

𝑚𝑖
𝑐ℎ𝑢

∑ 𝑥𝑖𝑖
𝑐ℎ𝑢+𝑖 ∑ 𝑓𝑖𝑖

𝑐ℎ𝑢
𝑖

𝑡𝑖
𝑟,𝑐ℎ𝑢               (4-1-3) 

𝑥𝑖𝑗
𝑟,𝑐ℎ𝑢:中部圏ｊ部門における r 国 i 部門からの投入額 

𝑡𝑖
𝑟,𝑐ℎ𝑢:i 財の r 国から中部圏への輸入比率 
 ここで、生産地と消費地の関係を把握する地域間取引係数を推定するにあた

って利用可能なデータは、港湾統計(国土交通省)である。このデータは各輸送手

段での r 国から中部圏への地域間交易係数を算出するために用い、年間の各輸

送手段での r 国からの輸入は、貿易統計から日本の船舶貨物と船舶以外の輸送

手段の比率を算定したうえで、式(4)(5)により算出する。 
𝑚𝑖,𝑎
𝑟,𝑐ℎ𝑢 = 𝑐𝑖,𝑎𝑡𝑖,𝑎

𝑟,𝑐ℎ𝑢𝑚𝑖
𝑐ℎ𝑢                                         (4-1-4) 

𝑚𝑖,𝑠
𝑟,𝑐ℎ𝑢 = 𝑐𝑖,𝑠𝑡𝑖,𝑠

𝑟,𝑐ℎ𝑢𝑚𝑖
𝑐ℎ𝑢                                        (4-1-5) 

𝑐𝑖,𝑎 = 𝑚𝑖,𝑎
𝑚𝑖,𝑎+𝑚𝑖,𝑠

                        (4-1-6) 

 𝑐𝑖,𝑠 = 1 − 𝑐𝑖,𝑎                      (4-1-7) 
𝑚𝑖,𝑎
𝑟,𝑐ℎ𝑢 ,𝑚𝑖,𝑠

𝑟,𝑐ℎ𝑢:船舶貨物(a)と船舶以外貨物(s)における r 国から中部圏への i 部門

年間輸送額 
𝑐𝑖,𝑎 , 𝑐𝑖,𝑠: 船舶貨物(a)と船舶以外貨物(s)との輸送手段比率 
𝑡𝑖,𝑎
𝑟,𝑐ℎ𝑢 , 𝑡𝑖,𝑠

𝑟,𝑐ℎ𝑢:輸送手段(a: 船舶貨物，s: 船舶以外貨物)別 i 財の r 国から中部圏へ

の輸入比率 
最終的には r 国から中部圏への地域間取引係数は式(8)で与えられる。 

𝑡𝑖
𝑟,𝑐ℎ𝑢＝

𝑚𝑖,𝑎
𝑟,𝑐ℎ𝑢+𝑚𝑖,𝑠

𝑟,𝑐ℎ𝑢

∑ 𝑚𝑖,𝑎
𝑟,𝑐ℎ𝑢+𝑟 ∑ 𝑚𝑖,𝑠

𝑟,𝑐ℎ𝑢
𝑟

                 (4-1-8) 

 中部圏における非競争輸入品の取引額を以上の方法によって推定した後に、

2000 年の日本の円ベースの産業連関表と米ドルベースのアジア産業連関表から

算出される為替換算率で米ドルに換算する。 
 その他日本の投入方向の取引額は、アジア産業連関表の日本の取引額から上
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記で推定された取引額を差し引いて算出する。 

𝑥𝑖𝑗
𝑟,𝑅𝑅𝑅 = 𝑥𝑖𝑗

𝑟,𝑅𝐽𝐽 − 𝑥𝑖𝑗
𝑟,𝑐ℎ𝑢                  (4-1-9) 

𝜐𝑖𝑗
𝑅𝑅𝑅 = 𝜐𝑖𝑗

𝑅𝐽𝐽 − 𝜐𝑖𝑗𝑐ℎ𝑢                    (4-1-10) 

𝑥𝑖𝑗
𝑟,𝑅𝐽𝐽: 日本 j 部門における r 国からの投入額 

𝜐𝑖𝑗𝑠 :s 地域(ROJ:その他日本、JPN:日本、 chu:中部圏)における j 部門の𝑑付加価

値投入額 
 中部圏およびその他全国の投入方向の取引額は以上の方法により推定される

が、各国において中部圏地域およびその他全国別についての投入取引額を推定

するデータは見当たらないため、中部圏の産出方向の各国別輸出需要を推定す

ることで、各国の中部圏・その他全国別の投入取引を推定する。その他全国の

取引額の算出方法は投入面の算出方法と同様である。 

𝑥𝑖𝑗
𝑐ℎ𝑢,𝑟 = 𝑥𝑖𝑗𝑐ℎ𝑢

𝑒𝑖
𝑐ℎ𝑢

Ｘ𝑖
𝑖𝑘𝑢 𝑡𝑖

𝑐ℎ𝑢,𝑟                                   (4-1-11) 

𝑓𝑖𝑖
𝑐ℎ𝑢,𝑟 = 𝑓𝑖𝑖𝑐ℎ𝑢

𝑒𝑖
𝑐ℎ𝑢

Ｘ𝑖
𝑐ℎ𝑢 𝑡𝑖

𝑐ℎ𝑢,𝑟                                   (4-1-12) 

𝑒𝑖𝑐ℎ𝑢: 中部圏における i 部門輸出額、𝑡𝑖
𝑐ℎ𝑢,𝑟:中部圏から r 国への地域間取引係数 

 なお、この一連の推定作業にあたっては、中部圏産業連関表、全国産業連関

表、貿易統計、アジア国際産業連関表は 2000 年のデータが利用可能 (中部圏地

域間産業連関表，全国産業連関表，貿易統計は 2005 年まで利用可能) である。 
 
（３）マトリクスバランスの調整 
各部門の行和と列和の一致を行うために、以下のような RAS 法を援用した方法

でバランス調整を行う。各地域の i 部門における需給バランス式を満たすように

𝑟𝑖𝑟を導入し、一方、j 部門における費用バランス式を満たすように𝑠𝑗𝑟を導入する。

ここで、前のステップまでで推定された取引額を初期値として、r と s によって

地域間産業間取引額が調整される。 
 ここで、𝑟𝑖𝑟を導入した需給バランス式は(13)式のようになる。同様に、𝑠𝑗𝑟を導

入した費用バランス式は(14)式となり、バランス調整に用いられる r と s は、式

(15)と(16)で計算される。 

𝑟𝑖𝑟�∑ ∑ 𝑥𝑖𝑗
𝑟,𝑠 +𝑗𝑠 ∑ ∑ 𝑓𝑖𝑖

𝑟 ,𝑠
𝑗𝑠 �＝Ｘ𝑖

𝑟
−ＩＥ𝑖

𝑟
           (4-1-13) 

𝑠𝑗𝑟 ∑ ∑ 𝑥𝑖𝑗
𝑟,𝑠

𝑖𝑟 = Ｘ𝑗

𝑠
− ∑ 𝑉𝑗𝑖𝑠𝑙                  (4-1-14) 
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𝑟𝑖𝑟＝
Ｘ𝑖
𝑟
−ＩＥ𝑖

𝑟

∑ ∑ 𝑥𝑖𝑖
𝑟,𝑠+𝑖𝑠 ∑ ∑ 𝑓𝑖𝑖

𝑟,𝑠
𝑖𝑠

                    (4-1-15) 

𝑠𝑗𝑟 =
Ｘ𝑖
𝑠
−∑ 𝑉𝑖𝑖

𝑠
𝑙

∑ ∑ 𝑥𝑖𝑖
𝑟,𝑠

𝑖𝑠
                                              (4-1-16) 

𝑥𝑖𝑗
𝑟,𝑠:地域 s における j 財産出時の地域 r からの i 財投入額 
𝑥𝑖𝑗𝑠 :地域 s における j 財部門産出時の i 財投入額 
𝑓𝑖𝑖𝑠 :最終需要 k 部門における地域 s の i 財需要額 
𝑟𝑖𝑟:需給バランスにおける調整係数 
𝑠𝑗𝑟:費用バランスにおける調整係数 
𝑉𝑗𝑖𝑠:s 地域における j 財産出時の𝑑部門投入額 
𝑓𝑖𝑖
𝑟,𝑠:最終需要 k 部門において、地域 r から地域 s へ移輸出される i 部門需要額 

Ｘ𝑖

𝑟
:r 地域における i 部門の生産額 

ＩＥ𝑖

𝑟
:r 地域における i 部門の輸出額 

 
Ⅳ－２．中部圏・全国地域間産業連関表の作成と活用 

東日本大震災の中部圏への影響を分析するための方法として，基本的には地

域間産業連関分析の枠組みを援用する．2011 年 3 月に、『中部圏地域間産業連関

表（2005 年版）』では、中部広域 9 県およびその他全国の 10 地域が対象地域と

して設定している。今回の東日本大震災の分析にあたっては、中部広域 9 県、

およびその他全国という 10 地域のうち、その他全国について、経済産業省『2005
年地域間産業連関表』の中部地域以外の 8 地域の取引表を接合し、交易係数を

再推計したうえで、17 地域間産業連関表として再構成した。 

中部圏地域間表は、富山県、石川県、福井県、長野県、岐阜県、静岡県、愛

知県、三重県、滋賀県、その他全国の 10 地域より構成されており、「その他全

国」について、経済産業省の全国 9 地域間産業連関表（以下「全国地域間表」）

を用いて、北海道、東北、関東、近畿、中国、四国、九州、沖縄の 8 地域に分

解することで、中部圏・その他全国の 17地域間産業連関表（以下「拡張地域間

表」）として再構成できる。東日本大震災による中部圏への間接的な被害を評価

するため、中部圏地域間産業連関表（以下「中部圏地域間表」）を外延的に拡張

し，分析ツールとして位置づける。 

産業部門分類に関しては、中部圏地域間表と全国地域間表とで最大共通でき

る 53部門に設定する （図Ⅳ-２参照）。以下、表の推計方法について説明する。 

中部圏、およびそれ以外の各地域について、中部圏地域間表および全国地域

間表の交易係数の数値をふまえた上で、交易係数自体を 2005年物流センサス(国
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土交通省)により再推計した。 

まず、中部圏内 9 県間の交易については中部圏地域間表の数値を利用する。

一方、中部圏 9 県とその他全国の間の交易は、中部圏内の各県について、全国

地域間表より算出した「中部圏」の地域別・需給部門別の移入係数および移出

係数マトリックスを適用し、得られた交易データの構成比で「その他全国」を 8

地域に分解する。ただし、長野と静岡，福井と滋賀に関しては全国地域間表で

はそれぞれ「関東」と「近畿」に属するので当該地域の係数を用いる。また、「そ

の他全国」における 8地域間の交易は、全国地域間表の数値を用いるが、「関東」

と「近畿」についてそれぞれ長野県と静岡県、福井県と滋賀県の数値を控除し、

中部圏地域間表と全国地域間表の地域区分の違いを修正する。よって、拡張地

域間表における「関東」と「近畿」は、全国地域間表に比べて各々その分だけ

小さくなる。最後に、RAS 法を用いて表の結合（分割）に伴う投入産出誤差を

調整する。 

 

図Ⅳ－２ 拡張された中部圏地域間表の地域区分 

 

 

Ⅳ－３．地域間産業連関表を活用したさまざまなモデルの検討 
1．Stone による RAS 法の適用と地域 SAM 

Richard Stone(1913-1991)は、Stone(1961)および Stone and Brown(1962)
のなかで、「社会会計行列」(SAM)における将来の投入係数を予測するために、

RAS 法を用いて推定作業を行った。そこで、Stone によって最初に試みられた

Original Method としての RAS 法に立ち帰り、その吟味検証を試みることにし

よう。その具体的内容としては、まず、《R. Stone による RAS 法の適用》に加

えて、《地域内表と地域間表の更新への RAS 法の適用》の仕方と、さらにまた、
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《RAS 法の応用による地域間表の作成》についても、それぞれ、個別具体的な

補足説明を与えておく。 
《R. Stone による RAS 法の適用》 
まず最初に R. Stone による RAS 法の適用に着目することにしよう。 
R.Stone(1913-1991)は、国民経済計算体系(System of National Account:SNA)

の創始者として知られ、この業績によりノーベル経済学賞を受賞したが、Stone
のもうひとつの重要な業績として、将来の産業連関表における投入係数の予測

を行うための推計方法として RAS 法を開発したということが指摘される。 
そこで、ここでは、Stone and Brown(1962)によって紹介された 1959 年を基

準年とする社会会計行列（Social Accounting Matrix: SAM）の推計作業におい

て、投入係数の近似的推計法として適用されたRAS法の基本的な考え方につい

ての吟味検証を行うことにしよう 5)。 
Stone らは、1954 年の英国の「産業連関表」（全国表）、1960 年の国民所得の

「青書」、1961 年の国際収支の「白書」などを用いて、1959 年の社会会計行列

の推計を行っている。なお、ここでの社会会計行列とは、社会経済システムの

さまざまな変数間の相互依存関係を記述する社会会計表にほかならない。つぎ

の図Ⅳ－３は、単純化された１国・１地域（域外部門を含む）の社会会計行列

の構造を示したものとなっている。 
なお、この社会会計行列では、各部門の収支バランスだけではなく、各取引

の支払部門、受取部門を同時に明示することが可能となっている。したがって、

経済計算のデータを用いて記述することにより、付加価値の配分構造までも明

らかにすることができるのである。さらに、加えて、社会会計行列の生産活動

は、「産業連関表」（あるいは、「投入産出表」）の枠組みに一致するので、「投入

産出表」の部門別比率を組み込むことにより、すべての経済循環を明示しなが

ら、商品別生産構造と販路構造とを詳細に明示することが可能となっている。 
  

                                       
5) R. Stone and J.A.C. Brown(1962),”A Long-Term Growth Model For The British 
Economy,” in R.C. Geary(ed.), Europe’s Future in Figures,North-Holland Publishing 
Company-Amsterdam, pp.294-295 を参照。 
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図Ⅳ－３ SAM の構造 

 
注) 制度部門の補助部門(資本勘定)として、「貯蓄／投資」を考慮していない。すなわち、制度部門は可処

分所得をすべて消費すると仮定している。 

出典：伊藤(2008),40 頁,図１. 
 
 いま、一般的な地域 SAM の構造について単純化された１部門の社会会計行列

を用いてその波及経路を説明したが、複数の地域を対象とした地域間 SAM の場

合の分析枠組みを図Ⅳ－４で説明する。 
 図Ⅳ－４は、単純化した２地域モデル(海外部門を含む)の地域間 SAM 構造を

示している。 
 図Ⅳ－４からわかるように、１地域モデル(図Ⅳ－３)との違いとして、次の２

点が挙げられる。 
第１は、産業部門における「付加価値」(雇用者所得や営業余剰など)の地域間

分配である。例えば、地域１が受領する付加価値は、その労働・資本の供給地

域（地域１／地域２）に応じて支払地域が異なるということである。 
 第２は、移出入の取扱いである。地域１が地域２から中間財として調達（あ

るいは消費財として購入）する財・サービスは、地域１の地域２からの投入（＝

生産）（あるいは移入(＝消費)）と考える。これに対して、地域２以外（海外部

門）からの財・サービスの購入は輸入として扱う 6)。 
 

  

                                       
6) 伊藤秀和(2008)「制度部門に着目した地域間 SAM 構築と構造パス分析」『商学論究』

(関西学院大学商学研究会)、第 56 巻第 1 号、40-41 頁。 

産業部門 資本部門 制度部門 域外部門
産業部門 生産 消費 移輸出
資本部門 付加価値
制度部門 所得 移転
域外部門 移輸入
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図Ⅳ－４ ２地域間 SAM の構造 

 
(注) 図Ⅳ－３の場合と同様、制度部門の補助部門（資本勘定）として、「貯蓄／投資」を考慮して

いない。すなわち、制度部門は可処分所得をすべて消費すると仮定している。 

出所：伊藤(2008),41 頁,図２を引用． 
 
Stone らは、イギリスの国民経済計算体系の研究の一環として、社会会計行列

の推計作業を行っているが、その際、将来期のパラメターの推計作業を行うた

めの重要な方法として、社会会計行列における産業間取引フローの小行列を導

出する方法の説明を行っている。ここで、産業間取引フローの直接推計を行う

ことは、1959 年については利用できなかった。そこで、Stone らが用いた近似

的な方法では、投入産出係数が、つぎの 3 つの要因の結果として時間を通じて

変化するという仮定に基づいて行っている。すなわち、(1)価格変化、(2)共通の

比例性の要因によってすべての使用者に適用される特定の生産物の吸収におけ

る変化(代替変化)、そして、(3)加工度変化、がそれである。 
この点についての補足説明を行うと、もしも𝑨𝟎が投入係数行列の初期値であ

り、p が初期物価に関連する価格ベクトルであるとすれば、市場価値に変換され

た投入係数行列の初期値は、𝑨𝟎に類似した変換である次式によって与えられる。 
                                                          𝑨∗ = 𝒑�𝑨𝟎𝒑�−𝟏               (4-2-1) 
そこで、もしも𝑨∗が、例えば、所与の生産物のすべての使用者が共通の比例

性によって産出 1 単位当たりの吸収を変化させてしまうという理由により、市

場価格基準の投入係数行列 A と異なるならば、A は対角行列を左側から掛けら

れた𝑨∗になどしいものとなる。 
他方、もしも𝑨∗が投入物の所与の組み合わせの加工度が各産業においてある

比率で変化したという事実により A と異なるならば、A は対角行列を右側から
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掛けられた𝑨∗になどしいものとなる。したがって、もしもこれら両者の要因が

作用していると仮定すれば、次式が成り立つ。 
𝑨 = 𝒓�𝑨∗𝒔� 

                                                                           = 𝒓�𝒑�𝑨𝟎𝒑�−𝟏𝒔�                  (4-2-2)  
ここで、𝒓�と𝒔�は、ベクトル r とベクトル s から構築された対角行列である。 

ところで、産業間取引フローの小行列の限界的合計である中間財産出ベクトル𝒖
と中間財投入ベクトル𝒗に着目してみよう。この場合に、経常的期間において、

次式が得られる。 
 

               𝑨𝑨 = 𝒖           (4-2-3) 
               𝑨�𝑨′𝒊 = 𝒗          (4-2-4) 

ここで、𝑨�は、経常産出ベクトル q から構築された対角行列であり、𝑨′は、𝑨の

転置行列であり、𝒊は、単位行列である。 
もとより、われわれは、𝑨の構成要素を知らない。そこで、それらを𝑨∗から推

定するために、つぎのような手続きをとることにする。すなわち、q の前から𝑨∗を
掛けることにより、𝒖の初期値を𝒖𝟎とする。 
 

 𝑨∗𝑨 = 𝒖𝟎          (4-2-5) 
一般に、𝒖𝟎 ≠ 𝒖であるが、われわれは、𝑨∗の列の適切な乗法によりなど号を強

制することが可能となる。その結果として、次式が得られる。 
             𝒖�𝒖𝟎�

−𝟏𝑨∗𝑨 = 𝒖        (4-2-6) 
ここで、産業間取引行列は、列条件を満たしているが、行条件を一般には満

たしていない。この行条件は、𝑨∗ の行の適切な乗法によって従う(2-1-6)式から

(2-1-4)式に𝑨を代入することにより満たされることになる。したがって、次式が

得られる。 
 

             𝑨�𝑨∗′𝒖�𝒖𝟎�
−𝟏 𝒊 = 𝒗𝟎        (4-2-7) 

          𝑨� 𝒗�𝒗𝟎�
−𝟏𝑨∗′𝒖�𝒖𝟎�

−𝟏 𝒊 = 𝒗       (4-2-8) 
 
通常、このステップは列をバランスさせないが、列は𝑨∗をさらに前から掛け

ることによって再びバランスさせることができる。この操作の循環が、無限に

繰り返され、その行列をより正確にバランスさせることが容易に肯定されよう。

そして、この方法は、W. Edward Deming によって論じられたが、非負の構成

要素をもつ任意の行列𝑨∗については、確かに収束する。そこで、(n+1)回目のラ

ウンドの後に、次式が得られる。 
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     (𝒖�𝒏+𝟏𝒖𝟎�

−𝟏．．．𝒖𝒏�
−𝟏𝑨∗𝒗�𝒏+𝟏𝒗𝟎�

−𝟏．．．𝒗𝒏�
−𝟏)𝑨 =  𝒖𝒏+𝟏  (4-2-9) 

そこで、このプロセスが収束するとき、われわれは、(4-2-9)式のラウンドの

括弧内の項を𝑨の推定値としてとることにする。そして、この数値により、限界

条件(4-2-3)式と(4-2-4)式が満たされる。なお、𝑨のこの数値は、次式のような形

式で表わされる。 
 

           𝑨 = 𝒓�∗𝑨∗𝒔�∗             (4-2-10) 
そこで、もしも(4-2-10)式を(4-2-2)式と比較すれば、われわれは、𝑨の列 j と

行 k の要素𝑎𝑗𝑖が(4-2-10)式から𝑎𝑗𝑖∗ 𝑟𝑗∗𝑠𝑖∗になどしく、(4-2-2)式から𝑎𝑗𝑖∗ 𝑟𝑗𝑠𝑖になど

しいということがわかるのである。 
したがって、λが未定乗数である場合には、𝒓 = 𝝀𝒓かつ s= 𝝀𝒔である。その結

果として、(4-2-10)式における A の数値は、(4-2)式における A の数値になどしい

ものとなる。 
 
 ２. 地域計量経済－産業連関モデル 
 少子・高齢化、グローバル化など激しい社会・経済の変動にさらされている

地域において、これからの地域経済をどう再構築し維持していくのか、その将

来ビジョンを描くことの必要性が高まっている。こうした理解に基づいて、森

岡隆司・大塚章弘(2008)は、将来の中国地域経済の動向を見据えようとする場

合、地域経済を構成する各部門の行動原理を把握し、その経済活動を数量的に

表現しうる経済モデルを構築することを意図し、中国地域を対象とした 2030年

までの経済見通しを行うことを目的として、地域計量経済・産業連関モデルを

構築した。このモデルでは、部門ごとに生じる需要と供給の差が地域間および

部門間の取引量の変化を通じて調整され、結果として均衡がもたらされる需給

調整構造が導入されており、従来の計量経済モデルにはない特徴を持っている。

さらに、地域間・部門間相互依存構造の変化もモデルを用いて予測することが

できる。 

 伝統的な地域経済モデルには、需要牽引による経済成長を扱う経済基盤仮説

(Economic Base Model)に立脚した１）地域マクロ計量経済モデルと２）地域産

業連関分析がある。 
 地域マクロ計量経済モデルによる需要規模の把握と地域産業連関分析による

生産誘発を整合的に把握するために、両者を接続し、地域マクロ計量経済モデ

ルで予測される消費や投資などの最終需要を満たす地域別・部門別産出額を計

算する方法は、接続モデル(Linking Model)と呼ばれ、1980 年代以降、最終需要

規模変化と産業構造変化を同時に把握するために多用されている。しかし、こ
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の方法は、生産はすべて需要になどしいだけ行われると考える結果、そこには

地域経済が持つ生産能力や供給制約が考慮されず、それらの存在によって日常

的に行われる需給調整は無視される。 
 このような課題を克服するため、1990 年米国ワシントンを対象地域とする

Projection and Simulation Model(Conway 1990),シカゴ地域を対象とした

Chicago Region Econometric Input-Output Model(Islailevich, et.al. 1997)な
どのモデル開発が行われた。Chicago Region Econometric Input-Output 
Model(CREIM)は、Region Econometric Input-Output Model(REIM)の原型と

して知られている。 
 CREIM の特徴は、地域産業連関構造をマクロモデル内に埋め込み、産業連関

分析の核である地域内投入係数が地域の需給調整によって変化する構造を持つ

ことである。この「埋め込みモデル」では、中間需要の発生が産業連関モデル

によって把握され、最終需要と合わせて全需要が決定される。それに対応して

地域別・部門別の産出(供給)が決まり、さらにその結果に基づいて所得および最

終需要が決定される。 
 

図Ⅳ－４ CREIM モデルの基本構造 
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３．産業連関モデルと CGE モデルの比較 
 (１)はじめに 

West (1995)によれば、経済的インパクト・スタディはオーストラリアにおけ

る共通の実践－確かに、プロジェクトの反転についての多くのケースにおける

必要な前提－である。投入産出はこれらのタイプの研究のための「主要な」モ

デルであるにもかかわらず、近年における注目はより洗練されたモデルの方へ

移ってきており、その主要な構成要素は統合された投入産出・計量経済モデル

および応用一般均衡（CGE）モデルである。これらの全てのモデルは、しばし

ば副産物として誘発されるが、理論的かつ実証的に示されている特徴を明らか

にする。実践者のレベルにおいてはほとんど明らかに認識されていないが、異

なるアプローチに関して問題が引き起こされている。本論文は 3 つのモデルを

比較し、モデルが同じデータに依拠し、同じインパクト・シナリオに条件づけ

られているときにさえ、相違点が非常に本質的なものでありうるということを

明らかにする。 
  

（２）モデル 

この論文において分析されるモデルは、慣行的な投入産出(ＩＯ)モデル、統合

された投入産出＋計量経済（ＩＯＥ）モデル、そして単純な応用一般均衡（Ｃ

ＧＥ）モデルである。以下に述べるモデルは、クイーンズランドにおいて用い

られたモデルに代表されるインパクト型のモデルである。それらは単一地域の

モデルであり、多地域モデルは、理論的にはより訴えるものがあるが、異なっ

たより複雑なモデル環境を示す。 

 

1) ＩＯモデル 

 慣行的なＩ－Ｏモデルにおいて、解ベクトルは、次式から得られる。 

∆ｘ＝(Ｉ−Ａ)−𝟏∆ｆ      

ここで∆ｘは最終需要に対する初期の刺激の結果としての産業の生産水準の（直

接および間接的な）変化である。そして、Ａは、産業による平均的な投入(購入)

係数の行列である。産出に加えて、付加価値／産出係数、家計所得/産出係数、

および雇用／産出係数を用いて、初期の支出から付加価値、所得そして雇用フ

ローを計算することは共通の実践である。 

 もし生産的産業のみが内生的であると仮定すれば、そのモデルは図 1におい

て示されるような「タイプＩ」のモデルとして参照される。しかしながら、も

し家計が経済の内生的な構成要素であると仮定されるならば、行列Ａは「家計

部門」を含むように拡張される。最もよく用いられるモデル（タイプⅡ）は「拡

張的な」所得変化を内生化する。タイプⅡのモデルにときに追加される追加的
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な家計誘引型の効果は、雇用者の所得の限界的な変化から生じる「内発的」所

得変化と（タイプⅢ）地方の失業者が雇用された場合の「再分配的」所得変化

（タイプⅣ）を含む。 

 

図Ⅳ－５ 産業連関モデルの構造 

 

 

２）ＩＯＥモデル 

ＩＯと計量経済的技術を接合する概念は、新しいものではないが、地域レベル

においてはより普通になっている。全国ＩＯＥモデルは多年にわたり操作可能

となっている。目的は、ＩＯシステムの詳細な部門間の分解を維持し、一般的

に弾力性の形式で表現される内生的な計量経済システムを用いてＩＯシステム

を閉じることである。このようにモデルを閉じることは、基礎的生産要素と最

終需要との間のフィードバック機構の基礎を構成する。また、計量経済方程式

が動学的構造を持っているので、モデルを閉じることは、経済が外部ショック

に条件づけられているので、時間を通じた反応をとらえる。統合モデルの動学

的構造は、フローの一時的配分が研究されるのを可能にする。より一般的には、

インパクト(短期)乗数、ラグ乗数そして動学的(長期)乗数が研究されることが

でき、数年間にわたり生じる動学的インパクトの累積的効果が分析されること

ができる。 

 ＩＯＥモデルは地域タイプ（例えば、地域か全国）およびデザインの目的（イ

ンパクト分析、予測、人口経済学、所得分配、財政政策評価など）に依存し、
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幅広い範囲の特定化を可能にする。 

 

図Ⅳ－６ 産業連関－計量経済モデルの構造 

 

 

３）ＣＧＥモデル 

ＣＧＥモデルは地域レベルで注目を集めているもう一つのモデルである。前

出のモデルと対照的に、ＣＧＥモデルは最適化モデルである。すなわち、CGEモ

デルは、外生ショックに反応する内生変数の「最適」解ミックスを与える。ま

た、需要牽引型のＩＯモデルのようではなく、ＣＧＥモデルは、通常は新古典

派の枠組みに埋め込まれている明示的な供給制約を含む。単純なＣＧＥモデル

の構造は図 3において示されている。 
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図Ⅳ－７ 単純化されたＣＧＥモデルの構造 

 

 

（３）モデルの比較 

≪ＩＯモデル≫：もっとも単純なモデルであり、諸仮定や制限に対して最もナ

イーブである。 

第 1に、ＩＯモデルは固定投入係数を持つ、静学的なモデルである。第 2に、

生産システムの線形性の仮定は多くの場合において有効な批判である。第 3に、

ＩＯモデルは供給側の制約が存在しない。すなわち、それは生産過程への投入

に関して無制限に弾力的な供給を仮定する。従って、価格は何の役割も演じな

い。基本的要素（付加価値）と最終需要との間の市場フィードバックメカニズ

ムが存在しない。 

≪ＩＯＥモデル≫：統合されたＩＯＥモデルの主要な優位性は、それが時間を

通じて重要な諸変数の間の関係を描くための計量経済学的な方法を用いること

である。これは、ベースラインの年に始まり、投入係数、所得、雇用、家計消

費そして (たとえば人口経済的諸変数のような) 他の関係する諸変数を考慮し

つつ、ＩＯモデルが年次ベースで「操作されている」動学的構造である。 

 

∆𝐩＝∆𝐯(𝐈 − 𝐀)−1 
 

ここで p とｖはそれぞれ産業勘定の物価と産出 1 単位当たりの付加価値である。 
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≪ＣＧＥモデル≫：ＣＧＥモデルは、ＩＯＥモデルと類似して、幅広い特定化

の範囲を持つ。それにもかかわらず、ＩＯモデルとＣＧＥモデルは密接な関係

を持つ。ＩＯは、特に小国の仮定の下では、CGEの特殊ケースであるとみなされ

る。 

IOEモデルと CGEモデルの区別はより曖昧になってきている。しかし、ＣＧＥモ

デルが完全な市場一掃を仮定するのに対して、ＩＯＥモデルは生産物市場と要

素市場の間の不完全な知識を仮定する。 

 

 第Ⅳ章では、地域間産業連関表の活用方策として、中部圏地域間産業連関表

とアジア国際産業連関表の接続表の作成のための方法、および中部圏地域間産

業連関表と全国地域間産業連関表の接続表の作成と活用について論究した。 

さらに、今後に残された課題として、さまざまなモデルの検討を行った。 
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補論Ⅰ 平均波及長（APL）による産業間の経済的距離の計測 
従来の産業連関分析では、産業間のリンケージの「大きさ」や「強さ」につ

いて言及するものが中心であったが、Dietzenbacher, Romero and Bosma 
(2005)、猪俣(2009)では、サプライチェーンを構成する産業間の「経済的」距離

の近接性を示す指標として平均波及長を用いている。 
平均波及長を指標として用いるメリットは、産業間の「経済的」距離を数値

として計算可能な形で定式化し、ある産業が他の産業とどのような近接性を持

っているのかを明らかにすることができることである。これにより、地域産業

集積の現在の姿だけではなく、現在の地域産業集積に見られる新産業の芽から

将来の新産業振興策の方向を見定めることができるようになると期待される。 
 
産業連関表は、ロシアの経済学者 W.レオンチェフによって開発された。レオ

ンチェフの産業連関モデルは以下のような数学的形式を有する。 
𝐱 = 𝐀𝐱 + 𝐟                                       (I-1) 
ここで、𝑥は総産出ベクトルであり、𝑓は最終需要ベクトルであり、𝐴＝(𝑎𝑖𝑗)は、

以下のような条件を持つ n 個の生産部門への直接投入𝑎𝑖𝑗の行列（投入係数行列）

である。 
𝑎𝑖𝑗 ≥ 0,       𝑀, 𝑗 = 1,2, … . , 𝑀 
∑ 𝑎𝑖𝑗𝑛
𝑖=1 > 0, 𝑗 = 1,2, … , 𝑀                          (I-2) 

 
レオンチェフモデル(1)を書き換えると、次式のようになる。 
 
𝐱 = (𝐈 − 𝐀)−𝟏𝐟 = 𝐋𝐟                                                                     (I-3) 
ここで、I：単位行列、そして行列 L=(𝐈 − 𝐀)−𝟏は、レオンチェフの逆行列であ

る(Miller and Blair,2009)。 
  
産業間の相互連結の強度を分析する際に、産業の前方連関・後方連関(Forward 

Linkage, Backward Linkage)は、産業連関表のレオンチェフ逆行列／ゴッシュ

逆行列を用いて分析することが一般的である。 
本稿において、われわれは、地域産業集積の指標として、Dietzenbacher, 

Romero and Bosma (2005)に従い、平均波及長(Average Propagation Length)
を用いる。平均波及長は、以下のように定義されている。 

 
  「われわれは、平均波及長を、ある部門に外生的変化を生じさせ、他の部

門の生産の価値に影響を及ぼすステップの平均数として定義する」

(Dietzenbacher, Romero and Bosma ,2005,405) 
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われわれが平均波及を考える場合、費用上昇あるいは需要牽引が経済全体の

産業を通じてどのように波及するのかを分析する。 
Dietzenbacher, Romero, and Bosma, (2005, 411-412)によれば、産業 i におけ

る需要牽引が産業ｊの総産出をl𝑖𝑗 − 𝛿𝑖𝑗だけ増加させる(初期の効果は無視する)。
 ここで、l𝑖𝑗はレオンチェフの逆行列𝐋の各要素である。𝛿𝑖𝑗 はクロネッカーの

デルタ(i = j のときは𝛿𝑖𝑗 = 1，それ以外の場合には 0)である。 
比率 𝑎𝑖𝑗/(l𝑖𝑗 − 𝛿𝑖𝑗) の増加は、1 回のラウンドのみを必要とする。しかし、比

率 [𝐀𝟐]𝑖𝑗/(g𝑖𝑗 − 𝛿𝑖𝑗) は、産業ｊから産業ｊまで 2 回のラウンドを必要とする。 
[𝐀𝟐]𝑖𝑗 は行列𝐀𝒌の要素(i,j)を意味し、これは (𝑎𝑖𝑗)𝒌とは異なる。 
つまり、これらの効果は別の産業 k(＝1,…,n)を経由し、 [𝐀𝟐]𝑖𝑗 = ∑ 𝑎𝑖𝑖𝑎𝑖ℎ𝑖  と
なる。 
比率 [𝐀𝟑]𝑖𝑗/(l𝑖𝑗 − 𝛿𝑖𝑗) は、他の 2産業を経由して、[𝐀𝟑]𝑖𝑗 = ∑ 𝑎𝑖𝑖𝑎𝑖ℎ𝑖 𝑎ℎ𝑗から、3

回のラウンドを必要とする。k 回のラウンドを必要とする総効果の比率は、合計

で、�𝐀𝒌�𝑖𝑗/(l𝑖𝑗 − 𝛿𝑖𝑗)になる。 

 例えば、対個人サービス業に生じた生産物の最終需要の、農林水産業に対す

る総産出の波及効果を考える。無数にある波及効果のうち、最も単純なのが直

接波及、すなわち「対個人サービス業→農林水産業」である。次に、他産業を 1
つだけ介した経路がある。例えば「対個人サービス業→飲食料品製造業→農林

水産業」である。他にも自部門を介した「対個人サービス業→対個人サービス

業→農林水産業」、「対個人サービス業→農林水産業→農林水産業」など２回の

ラウンドの経路はいくつかあるが、いずれも直接波及の効果を投入係数行列 A
に一度フィードバックすること、𝐀𝐀 = 𝐀𝟐 から求められる。同様に３回のラウ

ンドのケースは𝐀𝟑、４回のラウンドのケースは𝐀𝟒から求められる。 
 
産業ｉの最終需要が１円上昇したとき、産業ｊの総産出にどのような影響を

及ぼすのかを分析する場合に、産業ｊから産業ｊまで最終需要を経過するため

に必要とされるラウンドの平均数は、次式のように与えられる。 
𝑣𝑖𝑗 = �1𝑎𝑖𝑗 + 2[𝐀𝟐]𝑖𝑗 + 3[𝐀𝟑]𝑖𝑗 + ⋯�/(𝑑𝑖𝑗 − 𝛿𝑖𝑗)      (I-4) 

 
(4)式の右辺の分子をh𝑖𝑗によって表されるものとすると、H = ∑ 𝑘𝑖 𝐀𝒌となる。 
 
項h𝑖𝑗は、𝐇 = ∑ 𝑘𝑖 𝐀𝒌 = 𝐋(𝐋 − 𝐈)を用いることによって容易に計算される。 
 
平均波及長の行列 V は、次式のように定義される。 
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𝑣𝑖𝑗 = �
ℎ𝑖𝑗/(l𝑖𝑗 − 𝛿𝑖𝑗) 𝑀𝑓 l𝑖𝑗 − 𝛿𝑖𝑗 > 0 

0             𝑀𝑓  l𝑖𝑗 − 𝛿𝑖𝑗 = 0             (I-5) 

 
同様の方法で、われわれは費用上昇による平均波及長を定義することができ

る。産業ｊの平均費用が 1 円上昇することが産業 i の産出価値にどのように

影響を及ぼすのかを計算すると、

𝑏𝑖𝑗+[𝐁𝟐]𝑖𝑗+[𝐁𝟑]𝑖𝑗 + ⋯=g𝑖𝑗 − 𝛿𝑖𝑗であることがわかる。 
ここで、g𝑖𝑗はゴッシュの逆行列 G の各要素であり、𝛿𝑖𝑗 はクロネッカーのデル

タ(i = j のときは𝛿𝑖𝑗 = 1，それ以外の場合には 0)である。 
費用上昇による平均波及長は、次式によって与えられる。 

 
𝑣𝑖𝑗 = �1𝑏𝑖𝑗 + 2[𝐁𝟐]𝑖𝑗 + 3[𝐁𝟑]𝑖𝑗 + ⋯�/(g𝑖𝑗 − 𝛿𝑖𝑗)  (I-6) 

 
 例えば、対個人サービス業に生じた生産物の平均費用の、農林水産業に対す

る産出価値の波及効果を考える。最も単純なのが直接波及、すなわち「対個人

サービス業→農林水産業」である。次に、他産業を 1 つだけ介した経路がある。

例えば「対個人サービス業→飲食料品製造業→農林水産業」である。他にも自

部門を介した「対個人サービス業→対個人サービス業→農林水産業」、「対個人

サービス業→農林水産業→農林水産業」など２回のラウンドの経路はいくつか

あるが、いずれも直接波及の効果を産出係数行列 B に一度フィードバックする

こと、すなわち𝐁𝐁 = 𝐁𝟐 から求められる。同様に３回のラウンドのケースは𝐁𝟑、
４回のラウンドのケースは𝐁𝟒から求められる。 
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補論Ⅱ 「仮説的抽出法」の基本モデル 

 Schultz(1976)、Miller and Lahr(2001)、Miller and Blair(2009)などに言及しなが

ら、「仮説的抽出法」について、方法論の解説を行うことにする。 
 Schultz(1976)によれば、「仮説的抽出法」は、つぎのような方法であると定義

している。 
 

「逆行列係数の長所を活用し、仮説的抽出法は、相互依存的な体系から仮設

的な部門の抽出を行うことにより各部門の重要性を決定するためのもう一つ

のアプローチに採用される。これは、観察される部門における仮説的な生産

停止を意味するだけではなく、他部門からの中間財の供給および他部門に対

する中間財の販売が変更されるということも意味するのである」(Schultz, 
1977, p. 80)。 
 
(1)基本モデル 
「仮説的抽出法」の目的は、もし仮にある j 番目の産業部門が当該経済から削

除されるとしたら、n 部門経済の総産出がどれだけ減少するかを定量評価するこ

とである。 
当初、このアプローチは、産業連関モデルでは、行 j と列 j を基本取引表から

削除することによりモデル化された。部門 j のない(n-1)×(n-1)の行列 とそれ

に対応して変形された最終需要ベクトル により、いわゆる「減少した」経済

は と見なされる。完全な n 部門モデルにおいて、産出は

であり、それ故

  
は、もし j 部門が失われる場合の経済損失の集計的な測度である。従って、それ

はいわゆる経済における「重要性」もしくは総リンケージの測度である。いず

れか一方の場合において、総産出で割ることを通じた正規化もしくはこれに 100
を掛けることは、減少パーセンテージの推定である。(Miller and Blair, 2009, 
p.563). 
 
(2)後方連関  
部門 j が任意の生産部門から中間投入物を全く購入しないと仮定する。つまり、

部門 j の後方連関を排除すると仮定しよう。これは行 j をゼロの行で置き換える

－  
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ことによって行われる。この新しい行列を とする。その場合に、

と  ‐  は部門 j についての集計的後方連関の一つの

測度である(Miller and Blair, 2009, p. 564)。 
(3)前方連関 

後方連関を特定する方法として投入係数行列𝐀において列 j を排除するのに並

行的な方法は、前方連関を定量的に評価するために、産出係数行列𝐁における行

j を排除することである。ここで、前方連関部門の中間財販売を𝐁によって表す。

すなわち、産出係数行列の行 j をゼロの行によって置き換えることである。この

行列を𝐁�(𝒓𝒓)と置く。そのとき、𝐱′＝𝐯′[𝐈 − 𝐁]−1および𝐱�′(𝑟𝑗) = 𝐯′�𝐈 − 𝐁�(𝒓𝒓)�
−1 

は、行 j を抽出する前後の産出であり、𝐱′𝐢－[𝐱�′(𝑟𝑗)]𝐢は部門 j の前方連関の集

計的測度である(Miller and Blair, 2009, pp. 564-565) 。 
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補論Ⅲ 構造分解分析アプローチ 

 構造分解分析アプローチの一般的アイデアを得るために、われわれは、はじ

めに、Miller and Blair(2009)に従って総産出の変化について説明する。投入産

出データが利用可能である２期間があると仮定する。二つの異なる年の添え字 0

と 1を用いて、投入産出モデルにおける構造分解の説明は、これらの２年間の

総産出の相違に焦点を絞る。通常、t年(t=0,1)における総産出𝐱𝒕は、投入産出

システムにおいて、つぎのようになる。 

 

 𝐱𝟏 = 𝐋𝟏𝐟𝟏 および 𝐱𝟎 = 𝐋𝟎𝐟𝟎          (Ⅲ-1) 
ここで、𝐟𝒕 =t年の最終需要ベクトル、𝐋𝒕 = (𝐈 − 𝐀𝒕)−𝟏である。そのとき、期間

を通じた総産出の観察される変化は次式である。 

∆𝐱 = 𝐱𝟏 − 𝐱𝟎 = 𝐋𝟏𝐟𝟏 − 𝐋𝟎𝐟𝟎            （Ⅲ-2） 

作業は、産出の総変化を様々な構成要素に分解することである。(Ⅲ-2)において、

L の変化(∆L＝𝐋𝟏 − 𝐋𝟎)と f の変化(∆𝐟＝𝐟𝟏 − 𝐟𝟎)に分離することである。価格変

化の影響を取り除くために、われわれはすべてのデータが共通年の価格で表現

されていると仮定する。 

∆𝐱 = 𝐋𝟏(𝐟𝟎 + ∆𝐟) − (𝐋𝟏 − ∆𝐋)𝐟𝟎＝(∆𝐋) 𝐟𝟎＋𝐋𝟏(∆𝐟)   （Ⅲ-3） 

この単純な代数は、総産出の総変化を、(1)技術変化への寄与部分と、(2)最

終需要の変化を反映する部分に分解することを意味している。 

 ここで代替的に、𝐋𝟏を(𝐋𝟎 + ∆𝐋)と置き換え、𝐟𝟎を(𝐟𝟏 − ∆𝐟)と置き換えること

により、(Ⅲ-2)は次式のようになる。 

∆𝐱 = (𝐋𝟎 + ∆𝐋)𝐟𝟏 − 𝐋𝟎(𝐟𝟏 − ∆𝐟) = (∆𝐋)𝐟𝟏 + 𝐋𝟎(∆𝐟)   （Ⅲ-4） 

𝐋𝟏と𝐟𝟏は(𝐋𝟎 + ∆𝐋)と(𝐟𝟎 + ∆𝐟)に置き換えられる。その場合に、(Ⅲ-2)は、次式の

ようになる。 

∆𝐱 = (𝐋𝟎 + ∆𝐋)(𝐟𝟎 + ∆𝐟) − 𝐋𝟎𝐟𝟎=(∆𝐋) 𝐟𝟎＋𝐋𝟎(∆𝐟)＋(∆𝐋)( ∆𝐟) (Ⅲ-5) 
最後に、𝐋𝟎＝(𝐋𝟏 − ∆𝐋)および𝐟𝟎＝(𝐟𝟏 − ∆𝐟)を(Ⅲ-2)に代入すると、 

∆𝐱 = 𝐋𝟏𝐟𝟏 − (𝐋𝟏 − ∆𝐋)(𝐟𝟏 − ∆𝐟) = (∆𝐋)𝐟𝟏 + 𝐋𝟏(∆𝐟)−(∆𝐋)( ∆𝐟) (Ⅲ-6) 
 (Ⅲ-3)と(Ⅲ-4)を加えることにより、次式を得る。 
2∆𝐱 =(∆𝐋) 𝐟𝟎 + 𝐋𝟏(∆𝐟)＋(∆𝐋)𝐟𝟏 + 𝐋𝟎(∆𝐟) 
そして、その結果、次式を得る。 

∆𝐱 = �1
2
� (∆𝐋)(𝐟𝟎 + 𝐟𝟏) + �1

2
�(𝐋𝟏 + 𝐋𝟎) (∆𝐟)         (Ⅲ-7) 

     技術変化   最終需要変化 

 

 以上で述べた構造分解アプローチの基本的な考え方について、図 AⅢ－1にお

いて模式図の形で説明している。 
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図 AⅢ－1 構造分解アプローチの考え方 

 
 
多地域投入産出(MRIO)モデルにおける構造分解分析 
多地域投入産出(MRIO)モデルの標準的形式は、𝐱 = (𝐈 − 𝐂𝐀)−𝟏𝐂𝐟 = �̃�𝐂𝐟である。

ここで、�̃� = (𝐈 − 𝐂𝐀)−𝟏であり、𝐀は地域内および地域外からの中間財投入を示

す技術係数行列であり、C は投入割合を表す。この形式の区別される特徴は、

レオンチェフ型の逆行列が技術係数と交易割合の両者を含むということである。 

∆𝐱 = �
1
2�

(∆�̃�)(𝑪𝟎𝐟𝟎 + 𝑪𝟏𝐟𝟏) + �
1
2�

[�̃�𝟎(∆𝐂)𝐟𝟏 + �̃�𝟏(∆𝐂)𝐟𝟎] 

+ �1
2
� (�̃�𝟎𝑪𝟎 + �̃�𝟏𝑪𝟏)(∆𝐟)               (Ⅲ-8) 

�̃�における交易割合と技術係数を解きほぐすために、次式に従う。 

 

∆�̃� = �̃�𝟏(∆𝐂𝐀)�̃�𝟎 
および 

∆𝐂𝐀 = �1
2
� (∆𝐂)(𝑨𝟎 + 𝑨𝟏) + �1

2
� (𝑪𝟎 + 𝑪𝟏)(∆𝑨)      (Ⅲ-9) 

 

はじめに、(Ⅲ-8)における∆�̃� = �̃�𝟏(∆𝐂𝐀)�̃�𝟎を用いて、 
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∆𝐱 = �
1
2�

[�̃�𝟏(∆𝐂𝐀)�̃�𝟎](𝑪𝟎𝐟𝟎 + 𝑪𝟏𝐟𝟏) + �
1
2�

[�̃�𝟎(∆𝐂)𝐟𝟏 + �̃�𝟏(∆𝐂)𝐟𝟎]   

+ �
1
2� (�̃�𝟎𝑪𝟎 + �̃�𝟏𝑪𝟏)(∆𝐟) 

そして(Ⅲ-9)を用いて書き換えると、次式を得る。 

∆𝐱 = (1/4)[�̃�𝟏(𝑪𝟎 + 𝑪𝟏)(∆𝑨)�̃�𝟎] (𝑪𝟎𝐟𝟎 + 𝑪𝟏𝐟𝟏) 
       技術変化の効果 

  

 +(1/4) [�̃�𝟏(∆𝐂)(𝑨𝟎 + 𝑨𝟏)�̃�𝟎] (𝑪𝟎𝐟𝟎 + 𝑪𝟏𝐟𝟏) 
   交易係数変化の第 1 効果 

 +(1/2)[ �̃�𝟎(∆𝐂)𝐟𝟏 + �̃�𝟏(∆𝐂)𝐟𝟎]+ (1/2) (�̃�𝟎𝑪𝟎 + �̃�𝟏𝑪𝟏)(∆𝐟)  (Ⅲ-10) 
  交易係数変化の第 2 効果  最終需要変化の効果 

 

補論Ⅳ 付加価値基準の地域間分業率 

 藤川・下田・渡邉(2006)は、アジア経済研究所によって作成されている『ア

ジア国際産業連関表』を用いて、自国への付加価値帰着率(国産化率)を分析し、

アジア太平洋地域の国際分業構造変化を時系列で捉えることを意図している。 

 藤川らは、国産化率を、現地調達率という概念により捉えようとしている。

すなわち、現地調達率とは、「財の生産工程における「総投入」のうち、国産部

分が占める比率」のことである。第 j 産業の現地調達率 LCRjは、次の式のよう

に表現される。𝑉𝑗は第 j産業の付加価値額、𝑥𝑖𝑗𝑑は第 i産業から第 j産業への中

間財の国産品投入額である。 
LCRj＝(∑ 𝑥𝑖𝑗𝑑 + 𝑉𝑗𝑖 )／𝑥𝑗                  (Ⅳ-1) 
 藤川らによれば、付加価値基準の国際分業率について、部門数を n、内生地域

数を rとする国際産業連関表において、内生地域における国際分業率は次のよ

うに定義づけられる。 

T＝𝐯�(𝐈 − 𝐀)−𝟏                      (Ⅳ-2) 

ただし、𝐯� = �
V1 ⋯ 0
⋮ ⋱ ⋮
0 ⋯ V𝒓

�, 𝐯𝒓 = [vk1, … , vkn](k=1,…,n) 

国際産業連関表において、各国の中間投入と各地域の中間投入は形式的には

類似しており、上述された付加価値基準の国産化率の分析を、地域間産業連関

表において、付加価値基準の地域間分業率という形で定式化することは可能で

あるといえる。 

  



88 
 

おわりに 

 

当財団では、「中部圏開発整備法」(1966年)における中部地域の定義に準拠し

た富山・石川・福井・長野・岐阜・静岡・愛知・三重・滋賀の広域 9県を研究

対象地域としている。しかし、これまで当地域では広域 9県をカバーする地域

経済統計のデータベースは存在していなかったため、当財団では、「中部圏地域

間産業連関表(2005年版)」を作成し、2011 年 3月に公表した。 

 

中部圏を対象とした「地域間産業連関表」の作成とその活用について、基礎

的な吟味検証を試みるとともに、当該地域における各種プロジェクトの経済波

及効果の計量的把握や地域政策の提言などに寄与すべき分析ツールの整備とそ

の開発を強く志向するものである。 
 
これまでのわが国の地域間産業連関表作成の経緯を検討すると、次のような

論点に要約される。 
第 1 に、地域間交易に関するデータソースについては、多くの表において、

全国表、各県の地域内表を基礎データとし、地域間交易係数の計測については、

1)商品流通調査を用いているもの、2)全国貨物純流通調査、旅客純流動調査など

の 1 次統計を用いるもの、3)当該地域を含む大地域の産業連関表を用いるもの、

4)詳細が不明のものに区分される。 
第 2 に、推定方法については、多くの地域で地域間交易係数を利用している。

具体的な推計方法として、RAS 法などの誤差修正手法を用いているもの、アン

ケート調査やヒアリングなど、一部サーベイ法を併用する部分サーベイ法を用

いているものなどがある。 
第 3 に、作成目的・分析視角などについては、地域間産業間の経済構造分析、

経済予測、インパクト・スタディを目的としているもの、広域的な政策課題に

対する数量的分析を意図しているものに大別される。さらに、実際の応用例を

検討すると、ほとんどが従来型の経済波及効果などのインパクト・スタディに

含まれることがわかる。 
わが国の地域間投入産出表の活用事例をみると、その大半がプロジェクトの

経済波及効果などの従来型のインパクト・スタディに留まっているといっても

過言ではない。さらに、地域間経済構造把握のため、作表自体が目的化し、十

分な活用に至っていないのが実情である。 

 

「中部圏地域間産業連関表(2005年版)」は、一部のシンクタンク、大学の研

究者を別にすれば、当該地域の企業、自治体、研究機関などで十分に活用され
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ているとは言い難い。 

折角、作成された「中部圏地域間産業連関表(2005年版)」が、なぜもっと積

極的に活用されないのか？この疑問に答えるために、つぎのような質問に対す

る回答パターンを考察してみよう。 

Ｑ１．「産業連関表」について、どのようなイメージを持っているか？ 

Ａ．「良いイメージ、大事なものである」 

Ｂ．「悪いイメージ、役に立たない」 

Ｃ．「わからない」 

 

Ａ「良いイメージ、大事なものである」という回答をするのは、一部の研究

者、および産業連関表に通暁した実務者のみであり、極めて少数である。 

Ｂ「悪いイメージ、役に立たない」という回答をするのは、産業連関モデル

の限定的な仮定である「投入係数の固定性」、「等量局面の凸性」、「規模に対す

る収穫一定」などに関わるもの、産業連関表が現時点から見て数年前の経済構

造を反映しているに過ぎないと見なしていること、などが背景にある。この回

答をするのは、比較的多数の実務者、ならびに多数の企業経営者であろう。 

最後に、Ｃ「わからない」という回答をする人々が最も多く、企業に勤務す

る一般の人々、統計以外が専門である自治体職員、および産業連関表について

関心のない大部分の人々がこれに該当する。それでは、産業連関表の「何が」

分からないのであろうか？ 

 

Ｑ２．産業連関表の「何が」分からないのか？どこが難しいのか？ 

 Ａ．概念が分かりにくい、専門用語が難しい 

 Ｂ．数値、数式が多く、分かりにくい 

 Ｃ．個別のプロジェクトへの応用の仕方がわからない 

 

 Ａ「概念が分かりにくい、専門用語が難しい」という回答は、産業連関表に

関心はあるものの、概念の説明の難しさに二の足を踏んでいる企業に勤務する

一般の人々に見られる。 

 Ｂ「数値、数式が多く、分かりにくい」という回答は、産業連関表に関心の

ない大部分の人々が抱く見解である。 

 最後のＣ「個別のプロジェクトへの応用の仕方がわからない」という回答は、

統計以外が専門の自治体職員が抱いている見解であろう。 

 

Ｑ３．地域間産業連関表の「地域間」という言葉の具体的なイメージは何か？ 

 Ａ．地域と地域の間。例えば、中部圏と首都圏、近畿圏との関係。 
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 Ｂ．日本と中国、アメリカ、ＥＵなど世界的な国家間の関係。 

 Ｃ．隣近所のお付き合い。例えば、愛知県庁と名古屋市役所。 

 

 Ａ「地域と地域の間。例えば、中部圏と首都圏、近畿圏との関係。」という回

答は、標準的な回答である。研究者、統計担当者はおそらくこう回答するであ

ろう。 

 Ｂ「日本と中国、アメリカ、ＥＵなど世界的な国家間の関係。」という回答は、

現場で活躍しているビジネスマン、企業経営者に該当するであろう。 

 最後にＣの回答は、名古屋市と名古屋市以外の愛知県との間の交易関係を意

味しているのか、行政的な枠組みに基づく関係を示しているのか。この回答を

するのは、行政関係者、一般の人々であると考えられる。 

 

「中部圏地域間産業連関表」がなぜ中部圏であまり活用されていないのかを

分析し、つぎの諸点に注意して本稿の執筆に当たってきた。 

 

第１に、地域間産業連関表、および地域間産業連関分析の概念を、できるだ

け平易な言葉で分かりやすく、かみくだいて説明してきた。このことにより、

産業連関表に関心はあるものの、活用するまでには至らなかった層の人々に「産

業連関表」の分析用具としての面白さ、データベースとしての重要性を啓蒙す

るのに役立つと考えられる。 

第２に、地域間産業連関表の原表、および地域間産業連関分析に係る数式の

説明を本文には含めず、できるだけ分かりやすい言葉と図表によって説明を行

ってきた。内容説明に必要な必要最小限の数式については、巻末の補論にまわ

した。 

第３に、従来型の個別のプロジェクトの新規需要変化による経済波及効果だ

けではなく、県境を越えた広域的なプロジェクト、例えば、リニア中央新幹線

や「昇龍道」プロジェクトについて説明したうえで、「平均波及長」(Average 
Propagation Length)による地域産業集積の計量的分析や「仮説的抽出法」

(Hypothetical Extraction Method)による地域経済における基幹産業部門の特

定など、政策指向の観点に立った産業連関分析の新たな方法についての応用例

を可能な限り、図式化による例示で説明してきた。 

 

以上、中部圏の地域経済のデータベースとして作成された『中部圏地域間産

業連関表(2005年版)』を如何にしてより多くの方々に利用していただけるのか、

という点に心を砕いて、主として活用方策の紹介と図表による例示という方法

で、中部圏の地域経済の特徴を説明してきた。この三年間の調査研究のまとめ
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としてお願いしたいことは、開放性と多様性に満ち溢れている中部圏経済の特

徴を解明し、さまざまなプロジェクトに基づくインパクトスタディや、地域間

の政策分析を行うための用具として、ぜひとも『中部圏地域間産業連関表(2005

年版)』を活用して頂きたい、ということである。 

 

2013年 3月吉日 

  公益財団法人 中部圏社会経済研究所  

経済分析・応用チーム              

井原 健雄  野崎 道哉          
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